
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＩＰ通信網サービス契約約款 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社 

2018 年 11 月 1 日



 

 

 

第１章 総則 

 

（約款の適用） 

第 1 条 当社は、電気通信事業法（昭和 59年法律第 86号。以下「事業法」といいます。）に基づき、この

契約約款（料金表を含みます。以下「約款」といいます。）に基づきＩＰ通信網サービスを提供します。 

２ 前項のほか、当社は、ＩＰ通信網サービスに附帯するサービス（当社が別に定めるものを除きます。以下

「附帯サービス」といいます。）をこの約款により提供します。 

 

 （約款の変更） 

第 2 条 当社は、この約款を変更することがあります。この場合には、料金その他の提供条件は、変更

後の約款によります。 

２ 当社は、この約款を変更するときは、当社のホームページ（http://www.bit-drive.ne.jp/）によるほか当社が

別に定める方法により通知します。 

 

 （用語の定義） 

第 3 条 この約款においては、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。 

用語 用語の意味 

１ 電気通信設備 電気通信を行うための機械、器具、線路その他の電気的設備 

２ 電気通信サービス 電気通信設備を使用して他人の通信を媒介すること、その他電気通信設

備を他人の通信の用に供すること 

３ ＩＰ通信網 主としてデータ通信の用に供することを目的としてインターネットプロトコル

により符号の伝送交換を行うための電気通信回線設備（送信の場所と受

信の場所との間を接続する伝送路設備及びこれと一体として設置される

交換設備並びにこれらの附属設備をいいます。以下同じとします。） 

４ IP モバイル通信網 特定協定事業者が運営し当社に提供している IP 通信網のうち移動無線

回線が接続可能なもの 

５ ＩＰ通信網サービス ＩＰ通信網を使用して行う電気通信サービス 

６ ＩＰ通信網サービス取扱所 ＩＰ通信網サービスに関する業務を行う当社の事業所 

７ ＩＰ通信網契約 当社からＩＰ通信網サービスの提供を受けるための契約 

８ ＩＰ通信網契約者 当社とＩＰ通信網契約を締結している者 

９ 相互接続点 当社と当社以外の電気通信事業者（事業法第９条の登録を受けた者又は

事業法第 16 条第１項の届出をした者をいいます。以下同じとします。）と

の間の相互接続協定（事業法第 33 条第９項若しくは同条第 10 項又は

第 34 条第４項の規定に基づき当社が当社以外の電気通信事業者との

間で電気通信設備の接続に関し締結した協定をいいます。以下同じとし

ます。）に基づく相互接続に係る電気通信設備の接続点、または、当社と

当社以外の電気通信事業者が別途個別に取り決めた相互接続のための

契約（以下「相互接続契約」といいます。）に基づく電気通信設備の接続点 

10 協定事業者 当社と相互接続協定、相互接続契約、または提携契約を締結している電

気通信事業者 

11 特定協定事業者 協定事業者のうち当社が別記に定める者 

12 取扱所交換設備 電気通信回線を収容するためにＩＰ通信網サービス取扱所に設置される

交換設備 

13 加入契約回線 相互接続点を介して利用回線と取扱所交換設備とを相互に接続するため

の当社が別記に定める特定協定事業者の電気通信設備 

14 特定加入契約回線 加入契約回線のうち、相互接続点を介して利用回線と取扱所交換設備と



 

 

を相互に接続するため及び付加サービスを提供するための当社が別記

に定める特定協定事業者の電気通信設備を利用して当社が提供する電

気通信設備 

15 光アクセス回線 相互接続点を介してＩＰ通信網と相互に接続する電気通信設備であって、

特定協定事業者の光アクセスサービスに係る契約に基づいて相互接続

点と当該契約の申込者が指定する場所との間に設置される電気通信設

備 

16 ＤＳＬ回線 相互接続点を介してＩＰ通信網と相互に接続する電気通信設備であって、

特定協定事業者のＤＳＬサービスに係る契約に基づいて相互接続点と当

該契約の申込者が指定する場所との間に設置される電気通信設備 

17 契約者回線 光アクセス回線又はＤＳＬ回線 

18 利用回線 相互接続点を介してＩＰ通信網と相互に接続する電気通信回線であって、

特定協定事業者のＩＰ通信網サービスに係る契約に基づいて相互接続点

と当該契約の申込者が指定する場所との間に設置される当社が別記に

定める特定協定事業者の電気通信設備 

19 端末回線 取扱所交換設備とその取扱所交換設備が設置されているＩＰ通信網サー

ビス取扱所内の当社が指定する場所との間に設置される電気通信回線 

20 移動無線回線 無線基地局設備と契約の申込者又は契約の締結者が指定する移動無線

装置との間に設置される当社が別記に定める特定協定事業者の電気通

信回線 

21 利用回線等 加入契約回線、特定加入契約回線、利用回線、契約者回線、端末回線、

又は移動無線回線 

22 第１種ＩＰ通信網契約 当社から第１種ＩＰ通信網サービスの提供を受けるためのＩＰ通信網契約 

23 第１種ＩＰ通信網契約者 当社と第１種ＩＰ通信網契約を締結しているＩＰ通信網契約者 

24 第２種ＩＰ通信網契約 当社から第２種ＩＰ通信網サービスの提供を受けるためのＩＰ通信網契約 

25 第２種ＩＰ通信網契約者 当社と第２種ＩＰ通信網契約を締結しているＩＰ通信網契約者 

26 第３種契約 当社から第３種ＩＰ通信網サービスの提供を受けるためのＩＰ通信網契約

（臨時第３種契約となるものを除きます。） 

27 臨時第３種契約 １ヶ月以内の利用期間を指定して当社から第３種ＩＰ通信網サービスの提

供を受けるためのＩＰ通信網契約 

28 第３種 IP 通信網契約 第３種契約又は臨時第３種契約 

29 第３種契約者 当社と第３種契約を締結しているＩＰ通信網契約者 

30 臨時第３種契約者 当社と臨時第３種契約を締結しているＩＰ通信網契約者 

31 第３種 IP 通信網契約者 当社と第３種ＩＰ通信網契約を締結しているＩＰ通信網契約者 

32 第４種ＩＰ通信網契約 当社から第４種ＩＰ通信網サービスの提供を受けるためのＩＰ通信網契約 

33 第４種ＩＰ通信網契約者 当社と第４種ＩＰ通信網契約を締結しているＩＰ通信網契約者 

34 第５種ＩＰ通信網契約 当社から第５種ＩＰ通信網サービスの提供を受けるためのＩＰ通信網契約 

35 第５種ＩＰ通信網契約者 当社と第５種ＩＰ通信網契約を締結しているＩＰ通信網契約者 

36 端末設備 電気通信回線設備の一端に接続される電気通信設備であって、１の部分

の設置の場所が他の部分の設置の場所と同一の構内（これに準ずる区

域内を含みます。）又は同一の建物内であるもの 

37 自営端末設備 ＩＰ通信網契約者が設置する端末設備 

38 自営電気通信設備 認定電気通信事業者以外の者が設置する電気通信設備であって、自営



 

 

端末設備以外のもの 

39 無線基地局設備 移動無線装置との間で電波を送り又は受けるための当社または特定協

定事業者の電気通信設備 

40 移動無線装置 第４種 IP 通信網契約に基づいて陸上（河川・湖沼及びわが国の沿岸の海

域を含みます。以下同じとします｡）において使用されるアンテナ設備及び

無線送受信装置を有する移動端末装置 

41 移動端末設備 第４種 IP 通信網契約に基づく移動可能な端末設備であり、移動端末機器

の技術基準適合認定及び設計についての認証に関する規則（平成 16 年

総務省令第 15 号）第 3 条に規定する種類の移動端末装備の機器 

42 SIM カード 契約者識別番号その他の情報を記憶することができるカードであって、当

社が第４種ＩＰ通信網サービスの提供のために第４種 IP 通信網契約者に

貸与するもの 

43 技術基準 端末設備等規則（昭和 60 年郵政省令第 31 号）に係る端末設備等の接続

の技術的条件 

44 消費税相当額 消費税法（昭和63年法律第108号）及び同法に関する法令の規定に基づ

き課税される消費税の額並びに地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）及び

同法に関する法令の規定に基づき課税される地方消費税の額 

 

 

第２章 ＩＰ通信網サービスの種類 

 

（ＩＰ通信網サービスの種類） 

第 4 条 当社が提供するＩＰ通信網サービスには、次の種類があります。 

第１種ＩＰ通信網サービス 契約者回線を使用して提供するＩＰ通信網サービス 

第２種ＩＰ通信網サービス 加入契約回線を使用して提供するＩＰ通信網サービス 

第３種ＩＰ通信網サービス 端末回線を使用して提供するＩＰ通信網サービス 

第４種ＩＰ通信網サービス 移動無線回線を使用して提供するＩＰ通信網サービス 

第５種ＩＰ通信網サービス 特定加入契約回線を使用して提供する IP 通信網サービス 

 

第３章 ＩＰ通信網サービスの提供区域等 

 

（提供区域） 

第 5 条 当社のＩＰ通信網サービスに係る利用回線等の終端の設置場所は、別記１に定める提供区域

内とします。 

 

（ＩＰ通信網サービスの提供区間） 

第 6 条 当社は、別記２に定める提供区間でＩＰ通信網サービスを提供します。 

 

 

第４章 ＩＰ通信網契約 

 

第１節 第１種ＩＰ通信網契約 

 

（第１種ＩＰ通信網サービスの品目等） 

第 7 条 第１種ＩＰ通信網サービスには、料金表（適用）に規定する品目及び通信の態様による細目があ

ります。 

 

（契約の単位） 



 

 

第 8 条 当社は、１の契約者回線につき１の第１種ＩＰ通信網契約を締結します。この場合において、当

社と第１種ＩＰ通信網契約を締結する当事者は、１の第１種ＩＰ通信網契約につき１人に限ります。 

 

（第１種ＩＰ通信網契約申込の方法） 

第 9 条 第１種ＩＰ通信網契約の申込みをするときは、次に掲げる事項について記載した当社所定の契

約申込書を契約事務を行うＩＰ通信網サービス取扱所に提出していただきます。 

（1） 第１種ＩＰ通信網サービスの品目及び細目 

（2） 契約者回線に係る終端の場所 

（3） その他第１種 IP 通信網契約の申込みの内容を特定するための事項 

 

（第１種ＩＰ通信網契約申込の承諾） 

第 10 条 当社は、第１種ＩＰ通信網契約の申込みがあった場合は、受け付けた順序に従って承諾します。 

２ 当社は、第１種ＩＰ通信網契約の申込みがあった場合は、申込みのあった第１種ＩＰ通信網サービスを提供

するために必要な電気通信設備に余裕があるときに限り、その第１種ＩＰ通信網契約の申込みを承諾しま

す。 

３ 当社は、前２項の規定にかかわらず、次の場合には、その第１種ＩＰ通信網契約の申込みを承諾しないこ

とがあります。 

（1） 申込みのあった第１種ＩＰ通信網サービスを提供するために必要な電気通信設備を設置し、又は保

守することが技術上著しく困難なとき。 

（2） 第１種ＩＰ通信網契約の申込みをした者がＩＰ通信網サービスに係る料金又は工事に関する費用の支

払いを現に怠り、又は怠るおそれがあるとき。 

（3） その契約者回線に係る特定協定事業者の承諾が得られないとき、その他その申し込み内容が特定

協定事業者との相互接続協定に基づく条件に適合しないとき。 

（4） その他第１種ＩＰ通信網サービスに関する当社の業務の遂行上著しい支障があるとき。 

 

（第１種ＩＰ通信網サービスの品目等の変更） 

第 11 条 第１種ＩＰ通信網契約者は、第１種ＩＰ通信網サービスの品目等の変更の請求をすることができ

ます。 

２ 当社は、前項の請求があったときは、第 10 条（第１種契約申込の承諾）の規定に準じて取り扱います。 

 

（契約者回線に係る終端の場所の変更） 

第 12 条 第１種ＩＰ通信網契約者は、契約者回線に係る終端の場所について、変更の申込みを特定協定

事業者に行うときは、その内容について契約事務を行うＩＰ通信網サービス取扱所に届け出ていただきます。 

 

（第１種ＩＰ通信網サービスの利用の一時中断） 

第 13 条 当社は、第１種ＩＰ通信網契約者から請求があったときは、第１種ＩＰ通信網サービスの利用の一

時中断（当該第１種ＩＰ通信網契約に基づいて利用する第１種ＩＰ通信網サービスに係る設備等を他に転用す

ることなく一時的に利用できないようにすることをいいます。以下同じとします。）を行います。 

２ 第１種ＩＰ通信網契約者には、前項の請求をしようとするときは、あらかじめ、そのことを契約事務を行うＩＰ

通信網サービス取扱所に当社所定の書面により通知していただきます。 

 

（第１種ＩＰ通信網契約に基づく権利の譲渡の禁止） 

第 14 条 第１種ＩＰ通信網契約者が第１種ＩＰ通信網契約に基づいて第１種ＩＰ通信網サービスの提供を受

ける権利は、譲渡することができません。 

 

（その他の契約内容の変更） 

第 15 条 当社は、第１種ＩＰ通信網契約者から請求があったときは、第 9 条（第１種ＩＰ通信網契約申込

の方法）に規定する契約内容の変更を行います。 

２ 当社は、前項の請求があったときは、第 10 条（第１種ＩＰ通信網契約申込の承諾）の規定に準じて取り扱

います。 

 

（第１種ＩＰ通信網契約者が行う第１種 IP 通信網契約の解除） 

第 16 条 第１種ＩＰ通信網契約者には、第１種ＩＰ通信網契約を解除しようとするときは、第１種ＩＰ通信網

契約を解除する１ヵ月前までにそのことを契約事務を行うＩＰ通信網サービス取扱所に当社所定の書面によ



 

 

り通知していただきます。 

 

（当社が行う第１種ＩＰ通信網契約の解除） 

第 17 条 当社は、第 56 条（ＩＰ通信網サービスの利用停止等）各号の規定によりＩＰ通信網サービスの

利用停止等をされた第１種ＩＰ通信網契約者がなおその原因事由を解消しない場合は、その第１種ＩＰ通信網

契約を解除することがあります。 

２ 当社は、第１種ＩＰ通信網契約者が第 56 条（ＩＰ通信網サービスの利用停止等）各号の規定のいずれか

に該当する場合に、その事実が第１種ＩＰ通信網サービスに関する業務の遂行に特に著しい支障を及ぼす

と認められるときは、前項の規定にかかわらず、ＩＰ通信網サービスの利用停止等を経ないで即座にその

第１種ＩＰ通信網契約を解除することがあります。 

３ 当社は、その第１種ＩＰ通信網契約を解除しようとするときは、あらかじめ、そのことを第１種ＩＰ通信網契約

者に通知します。 

 

（特定協定事業者の契約の解除等に伴う第１種 IP 通信網契約の扱い） 

第 18 条  当社は、第１種ＩＰ通信網契約者とその第１種ＩＰ通信網契約に係る契約者回線について特定

協定事業者と契約を締結している者が同一の者でないことについて、その事実を知ったときは、その第１種Ｉ

Ｐ通信網契約を解除することがあります。 

 

（その他の提供条件） 

第 19 条 第１種ＩＰ通信網契約に関するその他の提供条件については、別記に定めるところによります。 

 

第２節 第２種ＩＰ通信網契約 

 

（第２種ＩＰ通信網サービスの品目等） 

第 20 条 第２種ＩＰ通信網サービスには、料金表（適用）に規定する品目及び通信の態様による細目があ

ります。 

 

（契約の単位） 

第 21 条 当社は、１の加入契約回線につき１の第２種ＩＰ通信網契約を締結します。この場合において、

当社と第２種ＩＰ通信網契約を締結する当事者は、１の第２種ＩＰ通信網契約につき１人に限ります。 

 

（第２種ＩＰ通信網契約申込の方法） 

第 22 条 第２種ＩＰ通信網契約の申込みをするときは、次に掲げる事項について記載した当社所定の契

約申込書を契約事務を行うＩＰ通信網サービス取扱所に提出していただきます。 

（1）ＩＰ通信網サービスの種類 

（2）第２種ＩＰ通信網サービスの品目及び細目 

（3）加入契約回線の終端の設置場所 

（4）その他第２種ＩＰ通信網契約の申込みの内容を特定するための事項 

２ ＤＳＬ回線に係る第２種ＩＰ通信網契約の申込みについては、当該ＤＳＬ回線の電気通信設備の回線距離

若しくは設備状況、他の電気通信サービスに係る電気通信設備等からの信号の漏洩又はＤＳＬ回線の終

端に接続される電気通信設備の態様等により、そのＤＳＬ回線による通信の伝送速度が低下若しくは変動

する状態、符号誤りが発生する状態又は通信が全く利用できない状態（通信に著しい支障が生じ、全く利

用できない状態と同程度になる場合を含みます。）となる場合（以下「ＤＳＬ方式に起因する事象」といいま

す。）があることを承諾の上、申込みをしていただきます。 

３ 第２種ＩＰ通信網契約の申込みについては、当社が別に定める特定協定事業者に係るものについては、そ

の契約約款を承諾の上、申込みをしていただきます。 

 

（第２種ＩＰ通信網契約申込の承諾） 

第 23 条 当社は、第２種ＩＰ通信網契約の申込みがあった場合は、受け付けた順序に従って承諾します。 

２ 当社は、第２種ＩＰ通信網契約の申込みがあった場合は、申込みのあった第２種ＩＰ通信網サービスを提供

するために必要な電気通信設備に余裕があるときに限り、その第２種ＩＰ通信網契約の申込みを承諾しま

す。 

３ 当社は第２種ＩＰ通信網契約の申込みがあった場合は、当社が別に定める特定協定事業者に係るものに

ついては、その契約約款を承諾したものとみなします。 



 

 

４ 当社は、前３項の規定にかかわらず、次の場合には、その第２種ＩＰ通信網契約の申込みを承諾しないこ

とがあります。 

（１） 申込みのあった第２種ＩＰ通信網サービスを提供するために必要な電気通信設備を設置し、又は保守

することが技術上著しく困難なとき。 

（２） 第２種ＩＰ通信網契約の申込みをした者がＩＰ通信網サービスに係る料金又は工事に関する費用の支

払いを現に怠り、又は怠るおそれがあるとき。 

（３） その加入契約回線に係る協定事業者の承諾が得られないとき、その他その申し込み内容が相互接

続協定に基づく条件に適合しないとき。  

（４） その他第２種ＩＰ通信網サービスに関する当社の業務の遂行上著しい支障があるとき。 

 

（第２種ＩＰ通信網サービスの品目等の変更） 

第 24 条 第２種ＩＰ通信網サービスは細目を変更することはできるが、品目を変更することはできません。 

但し、F アクセス品目については細目も変更することはできません。 

２ 第２種ＩＰ通信網契約者は、第２種ＩＰ通信網サービスの細目の変更の請求をすることができます。 

３ 当社は、前項の請求があったときは、第 23 条（第２種ＩＰ通信網契約申込の承諾）の規定に準じて取り扱

います。 

 

（加入契約回線の移転） 

第 25 条 第２種ＩＰ通信網契約者は、加入契約回線の移転の請求をすることができます。 

２ 当社は、前項の請求があったときは、第 23 条（第２種ＩＰ通信網契約申込の承諾）の規定に準じて取り扱

います。 

 

（その他の提供条件） 

第 26 条 第２種ＩＰ通信網サービスの利用の一時中断、第２種ＩＰ通信網契約に基づく権利の譲渡の禁止、

第２種ＩＰ通信網契約者が行う第２種ＩＰ通信網契約の解除、当社が行う第２種ＩＰ通信網契約の解除及びそ

の他の契約内容の変更については、第１種ＩＰ通信網契約の場合に準じて取り扱います。 

２ 第２種ＩＰ通信網契約に関するその他の提供条件については、別記に定めるところによります。 

 

第３節 第３種ＩＰ通信網契約 

 

（第３種ＩＰ通信網サービスの品目） 

第 27 条 第３種ＩＰ通信網サービスには、料金表（適用）に規定する品目があります。 

 

（契約の単位） 

第 28 条 当社は、端末回線１回線ごとに１の第３種ＩＰ通信網契約を締結します。この場合において、当

社と第３種ＩＰ通信網契約を締結する当事者は、１の第３種ＩＰ通信網契約につき１人に限ります。 

 

（契約の種別及び態様） 

第 29 条 第３種ＩＰ通信網サービスに係る契約には、次の種別があります。 

（1） 第３種契約 

（2） 臨時第３種契約 

２ 第３種ＩＰ通信網契約には、次の態様があります。 

区分 態様 

通常契約 回線冗長オプション契約以外のもの 

回線冗長オプション契約 第 35 条（端末回線の冗長化）に規定する端末回線冗長化を行う

場合に限り通常契約に付加して締結されるもの 

 

（第３種 IP 通信網契約申込の方法） 

第 30 条 第３種ＩＰ通信網契約の申込みをするときは、次に掲げる事項について記載した当社所定の契

約申込書を契約事務を行うＩＰ通信網サービス取扱所に提出していただきます。 

（1） ＩＰ通信網サービスの種類 

（2） 第３種ＩＰ通信網サービスの品目 

（3） 取扱所交換設備の所在場所 

（4） 端末回線の終端の設置場所 



 

 

（5） その他第３種ＩＰ通信網契約の申込みの内容を特定するための事項 

 

（第３種 IP 通信網契約申込の承諾） 

第 31 条 当社は、第３種ＩＰ通信網契約の申込みがあったときは、受け付けた順序に従って承諾します。 

２ 当社は、第３種ＩＰ通信網契約の申込みがあった場合は、申込みのあった第３種ＩＰ通信網サービスを提供

するために必要な電気通信設備に余裕があるときに限り、その第３種ＩＰ通信網契約の申込みを承諾しま

す。 

３ 当社は、前２項の規定にかかわらず、次の場合には、その第３種ＩＰ通信網契約の申込みを承諾しないこ

とがあります。 

（1） 申込みのあった第３種ＩＰ通信網サービスを提供するために必要な電気通信設備を設置し、又は保

守することが技術上著しく困難であると当社が判断するとき。 

（2） 第３種ＩＰ通信網契約の申込みをした者がＩＰ通信網サービスに係る料金又は工事に関する費用の支

払いを現に怠り、又は怠るおそれがあるとき。 

（3） その他第３種ＩＰ通信網サービスに関する当社の業務の遂行上著しい支障があると当社が判断する

とき。 

 

（端末回線の終端） 

第 32 条 当社は、ＩＰ通信網サービス取扱所（第３種 IP 通信網契約者との協議により当社が指定したＩＰ

通信網サービス取扱所とします。）内の建物又は工作物において、当社の線路から原則として最短距離にあ

って、堅固に施設できる地点に配線盤等を設置し、これを端末回線の終端とします。 

２ 前項の地点は、第３種 IP 通信網契約者との協議により当社が定めます。 

 

（端末回線の収容場所） 

第 33 条 端末回線は、その端末回線の終端のあるＩＰ通信網サービス取扱所の取扱所交換設備に収容

します。 

２ 当社は、第３種ＩＰ通信網サービスに関する技術上又は業務の遂行上やむを得ない理由があるときは、端

末回線を収容するＩＰ通信網サービス取扱所を変更することがあります。 

 

（端末回線の移転） 

第 34 条 第３種ＩＰ通信網契約者は、端末回線の移転の請求をすることができます。 

２ 当社は、前項の請求があったときは、第 31 条（第３種 IP通信網契約申込の承諾）の規定に準じて取り扱

います。 

 

（端末回線の冗長化） 

第 35 条 第３種ＩＰ通信網契約者は、回線冗長化オプション契約を締結することにより、端末回線冗長化

（端末回線による通信を行うことができない状態（通信に著しい支障が生じ、通信を行うことができない状態

と同程度の状態になる場合を含みます）となった場合に、回線冗長化オプション契約に係る端末回線に切り

替えて通信を継続することができるようにするため、端末回線２回線を設置または接続することをいいます。

以下同じとします。）を行うことができます。 

２ 第３種ＩＰ通信網契約者は、端末回線の冗長化にあたっては、その端末回線に接続する自営端末設備に

当社が定める設定をしていただく場合があります。 

 

（その他の提供条件） 

第 36 条 第３種ＩＰ通信網サービスの利用の一時中断、第３種ＩＰ通信網契約に基づく権利の譲渡の禁止、

第３種ＩＰ通信網契約者が行う第３種 IP 通信網契約の解除、当社が行う第３種ＩＰ通信網契約の解除及びそ

の他の契約内容の変更については、第１種ＩＰ通信網契約の場合に準じて取り扱います。 

２ 第３種ＩＰ通信網契約に関するその他の提供条件については、別記に定めるところによります。 

 

第４節 第４種ＩＰ通信網契約 

 

（第４種ＩＰ通信網サービスの品目） 

第 37 条 第４種ＩＰ通信網サービスには、料金表（適用）に規定する品目があります。 

 

（契約の単位） 



 

 

第 38 条 当社は、１の移動無線回線につき１の第４種ＩＰ通信網契約を締結します。この場合において、

当社と第４種ＩＰ通信網契約を締結する当事者は、１の第４種ＩＰ通信網契約につき１人に限ります。 

 

（第４種 IP 通信網契約申込の方法） 

第 39 条 第４種ＩＰ通信網契約の申込みをするときは、次に掲げる事項について記載した当社所定の契

約申込書を契約事務を行うＩＰ通信網サービス取扱所に提出していただきます。 

（１） 第４種ＩＰ通信網サービスの品目 

（２） その他第４種ＩＰ通信網契約の申込みの内容を特定するための事項 

 

（第４種 IP 通信網契約申込の承諾） 

第 40 条 当社は、第４種ＩＰ通信網契約の申込みがあった場合は、受け付けた順序に従って承諾します。 

２ 当社は、第４種ＩＰ通信網契約の申込みがあった場合は、申込みのあった第４種ＩＰ通信網サービスを提供

するために必要な電気通信設備に余裕があるときに限り、その第４種ＩＰ通信網契約の申込みを承諾しま

す。 

３ 当社は、前２項の規定にかかわらず、次の場合には、その第４種ＩＰ通信網契約の申込みを承諾しないこ

とがあります。 

（１） 申し込みのあった第４種ＩＰ通信網サービスを提供するために必要な電気通信設備を設置し、又は保

守することが技術上著しく困難なと当社が判断するとき。 

（２） 第４種 IP 通信網契約の申込みをした者がＩＰ通信網サービスに係る料金又は工事に関する費用の支

払いを現に怠り、又は怠るおそれがあるときと当社が判断するとき。 

（３） その移動無線回線に係る特定協定事業者の承諾が得られないとき、およびその他その申し込み内容

が特定協定事業者との提携契約に基づく条件に適合しないと当社が判断するとき。 

（４） その他第４種ＩＰ通信網サービスに関する当社の業務の遂行上著しい支障があるとき。 

 

（その他の契約内容の変更） 

第 41 条 当社は、第４種ＩＰ通信網契約者から契約内容の変更の請求があったときは、第 39 条（第４種

IP 通信網契約申込の方法）に規定する契約内容の変更を行います。 

２ 当社は、前項の請求があったときは、第 40 条（第４種ＩＰ通信網契約申込の承諾）の規定に準じて取り扱

います。 

３ 第４種ＩＰ通信網サービスは品目を変更することはできません。 

 

（第４種ＩＰ通信網契約者が行う第４種ＩＰ通信網契約の解除） 

第 42 条 第４種ＩＰ通信網契約者には、第４種ＩＰ通信網契約を解除しようとするときは、第４種ＩＰ通信網

契約者がそのことを契約事務を行うＩＰ通信網サービス取扱所に当社所定の書面により通知していただ

きます。 

２ 前項に定める解約手続きに基づく第４種 IP 通信網契約の解除時点は、解約手続きが完了した月の暦月

末日とします。 

３ 当社は、前項に定める解除時点をもって、第４種ＩＰ通信網契約者が第４種 IP 通信網サービスの提供を停

止するものとします。 

 

（SIM カードの貸与） 

第 43 条 当社は、1 の第４種ＩＰ通信網契約につき１の SIM カードを第 4 種ＩＰ通信網契約者に貸与しま

す。 

２ 当社は、技術上及び業務の遂行上やむを得ない理由があるときは、当社が貸与する SIM カードを変更す

ることがあります。この場合は、契約者識別番号のみが変更されたものとし、契約に係る他の条件は継続

するものとします。 

 

（SIM カードの引渡し） 

第 44 条 当社は SIM カードを第４種 IP 通信網契約者の指定する日本国内の場所へ配送するものとしま

す。 

２ 当社から配送した SIM カードについて、第４種ＩＰ通信網契約者の責に因らない瑕疵の存在が発見された

場合は、第４種ＩＰ通信網契約者は速やかに当社に通知することとします。その場合当社は、当社が判断

した上で、SIM カードを変更することとします。 

 



 

 

（SIM カードの紛失等） 

第 45 条 第４種ＩＰ通信網契約者は、SIM カードを紛失（自己責任の有無を問わないものとします）または

破損した場合、速やかに当社に届け出るものとします。 

２ 前項について、第４種ＩＰ通信網契約者は当社に対し、その紛失または破損したSIMカードに記憶されてい

る契約者識別番号に係る契約の解約の手続きを行うものとします。 

３ SIM カードを紛失した場合または破損した場合は、当社は第４種ＩＰ通信網契約者に対し、SIM カード損害

金として SIM カード発行手数料に相当する額を請求することができることとし、第４種ＩＰ通信網契約者はこ

れを支払うものとします。 

 

（SIM カードの返還） 

第 46 条 第４種ＩＰ通信網契約者は、本サービス契約の終了後、当社が別途定める期間内に SIM カード

を当社に返還するものとします。なお、SIMカードの返還費用としてSIMカード発行手数料に相当する額は第

４種ＩＰ通信網契約者の負担とします。 

２ 前項に定める SIM カードの返還が当社の定める期間内に行なわれなかった場合、当社は SIM カード損害

金を第４種ＩＰ通信網契約者に請求することができるものとし、第４種ＩＰ通信網契約者はこれを支払うことと

します。 

 

（その他の提供条件） 

第 47 条 第４種ＩＰ通信網契約に基づく権利の譲渡の禁止については、第１種ＩＰ通信網契約の場合に準

じて取り扱います。 

２ 第４種ＩＰ通信網契約に関するその他の提供条件については、別記に定めるところによります。 

 

第５節 第５種ＩＰ通信網契約 

 

（第５種ＩＰ通信網サービスの品目） 

第 48 条 第５種ＩＰ通信網サービスには、料金表（適用）に規定する品目があります。 

 

（契約の単位） 

第 49 条 当社は、１の特定加入契約回線につき１の第５種ＩＰ通信網契約を締結します。この場合におい

て、当社と第５種ＩＰ通信網契約を締結する当事者は、１の第５種ＩＰ通信網契約につき１人に限ります。 

 

（第５種 IP 通信網契約申込の方法） 

第 50 条 第５種ＩＰ通信網契約の申込みをするときは、別途当社が定める bit-drive IP 通信網サービス契

約約款に同意の上、次に掲げる事項について記載した当社所定の契約申込書を契約事務を行うＩＰ通信網

サービス取扱所に提出していただきます。 

（1）ＩＰ通信網サービスの種類 

（2）第５種ＩＰ通信網サービスの品目及び細目 

（3）特定加入契約回線の終端の設置場所 

（4）その他第５種ＩＰ通信網契約の申込みの内容を特定するための事項 

 

（第５種ＩＰ通信網契約申込の承諾） 

第 51 条 当社は、第５種ＩＰ通信網契約の申込みがあった場合は、受け付けた順序に従って承諾します。 

２ 当社は第５種ＩＰ通信網契約の申込みがあった場合は、当社が別に定める特定協定事業者に係るものに

ついては、その契約約款を承諾したものとみなします。 

３ 当社は、前２項の規定にかかわらず、次の場合には、その第５種ＩＰ通信網契約の申込みを承諾しないこ

とがあります。 

（1）申込みのあった第５種ＩＰ通信網サービスを提供するために必要な電気通信設備を設置し、又は保守

することが技術上著しく困難なとき。 

（2）第５種ＩＰ通信網契約の申込みをした者がＩＰ通信網サービスに係る料金又は工事に関する費用の支

払いを現に怠り、又は怠るおそれがあるとき。 

（3）その特定加入契約回線に係る協定事業者の承諾が得られないとき、その他その申し込み内容が相互

接続協定に基づく条件に適合しないとき。  

（4）その他第５種ＩＰ通信網サービスに関する当社の業務の遂行上著しい支障があるとき。 

 



 

 

（第５種ＩＰ通信網サービスの品目等の変更） 

第 52 条 第５種 IP 通信網契約者は、第５種ＩＰ通信網サービスの品目等の変更の請求をすることができ

ます。 

２ 当社は、前項の請求があったときは、第 23 条（第５種 IP通信網契約申込の承諾）の規定に準じて取り扱

います。 

 

（特定加入契約回線の移転） 

第 53 条 第５種 IP 通信網契約者は、特定加入契約回線の移転の請求をすることができます。 

２ 当社は、前項の請求があったときは、第 23 条（第５種ＩＰ通信網契約申込の承諾）の規定に準じて取り扱

います。 

 

（その他の提供条件） 

第 54 条 第５種ＩＰ通信網サービスの利用の一時中断、第５種 IP通信網契約に基づく権利の譲渡の禁止、

第５種ＩＰ通信網契約者が行う第５種ＩＰ通信網契約の解除、当社が行う第５種 IP 通信網契約の解除及びそ

の他の契約内容の変更については、第１種ＩＰ通信網契約の場合に準じて取り扱います。 

２ 第５種 IP 通信網契約に関するその他の提供条件については、別記及び bit-drive IP 通信網サービス契約

約款に定めるところによります。なお、この約款に定める内容と bit-drive IP通信網サービス契約約款に定

める内容が異なる場合には、この約款に定める内容が優先して適用されるものとします。 

３ 第５種 IP通信網サービスの提供にあたり、または第５種 IP通信網サービスの利用を前提とした特定協定事

業者を含む他社の提供するサービスを第５種 IP 通信網契約者が利用するにあたり必要がある範囲で、

当社が特定協定事業者に対して第５種 IP 通信網契約者の情報を開示し、特定協定事業者がその情報を

記録・保管すること、および当社が開示した第５種 IP 通信網契約者の情報を特定協定事業者が bit-drive 

IP通信網サービス契約約款の定めに従い第三者に対して開示する場合があることを、第５種 IP通信網契

約者は予め承諾するものとします。 

４ 第５種 IP 通信網契約者は、本条各項に定める場合に限らず、第５種 IP 通信網サービスを提供するために

必要な範囲で、当社が、特定協定事業者の設備等を利用し、または特定協定事業者による直接の対応

が発生する場合があることを予め承諾するものとします。なお、特定協定事業者の設備等の利用および

特定協定事業者による直接の対応が発生する限りにおいて、当社は、この約款および料金表に規定され

る「当社」を、「当社または特定協定事業者」と読み替えることができるものとします。 

 

第５章 利用中止等 

 

（ＩＰ通信網サービスの利用中止） 

第 55 条 当社は、次の場合には、ＩＰ通信網サービスの利用を中止することがあります。 

（1） 当社の電気通信設備の保守上又は工事上やむを得ないとき。 

（2） 第 58 条（通信利用の制限等）の規定により、通信利用を中止するとき。 

２ 利用回線等による利用により、他の利用回線等における通信が著しくふくそうしたとき、又はその恐れが

あるとき、当社はそのふくそうを起こす原因となった利用回線等の通信を制限、または提供を中止すること

があります。 

３ 当社は、前２項の規定によりＩＰ通信網サービスの利用を中止するときは、あらかじめそのことをＩＰ通信網

契約者に通知します。ただし、緊急やむを得ない場合は、この限りでありません。 

 

（ＩＰ通信網サービスの利用停止等） 

第 56 条 当社は、ＩＰ通信網契約者が次のいずれかに該当する場合は、３か月以内で当社が定める期間

（そのＩＰ通信網サービスに係る料金その他の債務（この約款の規定により支払いを要することとなったＩＰ通

信網サービスに係る料金、工事に関する費用又は割増金等の料金以外の債務をいいます。以下この条に

おいて同じとします。）を支払わないときは、その料金その他の債務が支払われるまでの間）、そのＩＰ通信網

サービスの利用を停止することがあります。 

（1） 料金その他の債務について、支払期日を経過してもなお支払わないとき又はその恐れがあると当社

が判断したとき。 

（2） 第 75 条（利用に係るＩＰ通信網契約者の義務）の規定に違反したとき。 

（3） 当社の承諾を得ずに、利用回線等に、自営端末設備、自営電気通信設備、当社以外の電気通信事

業者が設置する電気通信回線又は当社の設置する電気通信回線を接続したとき。 

（4） 利用回線等に接続されている自営端末設備若しくは自営電気通信設備に異常がある場合その他電



 

 

気通信サービスの円滑な提供に支障がある場合に当社の検査を受けることを拒んだとき、又はその

検査の結果、技術基準に適合していると認められない自営端末設備若しくは自営電気通信設備を利

用回線等から取り外さなかったとき。 

（5） 前４号のほか、この約款の規定に反する行為であって、ＩＰ通信網サービスに関する当社の業務遂行、

電気通信設備又は施設に著しい支障を及ぼし、又は及ぼすおそれのある行為をしたとき。 

２ ＩＰ通信網契約者が送信した電子メール（当社以外の者が割当てを行ったメールアドレスを使用するものを

含みます。以下この条において同じとします。）について、電気通信事業者その他第三者から異議申立て

があり、そのＩＰ通信網契約者の電子メールの転送を継続して行うことがＩＰ通信網サービスの提供に重大

な支障を及ぼすと当社が認めるときは、当社は、そのＩＰ通信網契約者のＩＰ通信網サービスの利用停止を

行うことがあります。 

３ 当社は、前２項の規定によりＩＰ通信網サービスの利用停止等をするときは、あらかじめその理由、利用停

止等をする日及び期間を契約者に通知します。なお、緊急やむを得ない場合は、この限りではありませ

ん。 

 

（ＩＰ通信網サービスの接続休止） 

第 57 条 当社は、相互接続協定に基づく相互接続の一時停止又は相互接続協定の解除若しくは協定

事業者の電気通信事業の休止により、ＩＰ通信網契約者が該当するＩＰ通信網サービスを全く利用できなくな

ったときは、そのＩＰ通信網サービスについて接続休止（そのＩＰ通信網サービスに係る電気通信設備を他に

転用することを条件としてそのＩＰ通信網サービスを一時的に利用できないようにすることをいいます。以下同

じとします。）とします。 

２ 当社は、前項の規定により、接続休止しようとするときは、あらかじめ、そのＩＰ通信網契約者にそのことを

通知します。 

３ 第１項の接続休止の期間は、その接続休止をした日から起算して最長１年間とし、１年を経過した日にお

いて、その契約は解除されたものとして取り扱います。この場合、その契約者にそのことを通知します。 

 

第６章 通信 

 

（通信利用の制限等） 

第 58 条 当社は、天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれがある場合の災害の予

防若しくは救援、交通、通信若しくは電力の供給の確保又は秩序の維持のために必要な事項を内容とする

通信及び公共の利益のため緊急を要する事項を内容とする通信を優先的に取り扱うため、次に掲げる機関

にて利用されている IP 通信網サービスであって、当社がそれらの機関との協議により定めたもの以外のも

のによる通信の利用を中止する措置をとることがあります。 

 

機関名 

気象機関 

水防機関 

消防機関 

災害救助機関 

警察機関（海上保安機関を含みます。以下同じとします。） 

防衛機関 

輸送の確保に直接関係がある機関 

通信の確保に直接関係がある機関 

電力の供給の確保に直接関係がある機関 

ガスの供給の確保に直接関係がある機関 

水道の供給の確保に直接関係がある機関 

選挙管理機関 

別記５の基準に該当する新聞社、放送事業者及び通信社の機関 

預貯金業務を行う金融機関 

国又は地方公共団体の機関 

２ 通信が著しくふくそうしたとき、又はその通信が発信者によりあらかじめ設定された数を超える交換設備を

経由することとなるときは、通信が相手先に着信しないことがあります。 

 



 

 

第７章 回線接続 

 

（当社の電気通信回線との接続） 

第 59 条 ＩＰ通信網契約者は、その利用回線等の終端において、又はその終端に接続されている電気通

信設備を介して、その利用回線等と当社が設置する電気通信回線との接続の請求をすることができます。こ

の場合において、その接続に係る電気通信回線の名称、その接続を行う場所、その接続を行うために使用

する電気通信設備の名称その他その接続の請求の内容を特定するための事項について記載した当社所定

の書面を契約事務を行うＩＰ通信網サービス取扱所に提出していただきます。 

２ 当社は、前項の請求があったときは、相互に接続した電気通信回線により行う通信について、その品質を

保証するものでないことを条件として、その請求を承諾します。 

３ ＩＰ通信網契約者には、その接続について、第１項の規定により契約事務を行うＩＰ通信網サービス取扱所

に提出した書面に記載した事項について変更しようとするときは、当社所定の書面によりその変更の請求

をしていただきます。この場合において、当社は、前項の規定に準じて取り扱います。 

４ ＩＰ通信網契約者には、その接続を終了しようとするときは、あらかじめ、そのことを書面により契約事務を

行うＩＰ通信網サービス取扱所に通知していただきます。 

 

（他社回線との接続） 

第 60 条 ＩＰ通信網契約者は、その利用回線等の終端において、又はその終端に接続されている電気通

信設備を介して、その利用回線等と当社以外の電気通信事業者が設置する電気通信回線との接続の請求

をすることができます。この場合において、その接続に係る電気通信回線の名称、その接続を行う場所、そ

の接続を行うために使用する電気通信設備の名称その他その接続の請求の内容を特定するための事項に

ついて記載した当社所定の書面を契約事務を行うＩＰ通信網サービス取扱所に提出していただきます。 

２ 当社は、前項の請求があったときは、その接続に関して、その電気通信事業者の承諾が得られない場合

を除いて、その請求を承諾します。 

３ ＩＰ通信網契約者には、その接続について、第１項の規定により契約事務を行うＩＰ通信網サービス取扱所

に提出した書面に記載した事項について変更しようとするときは、当社所定の書面によりその変更の請求

をしていただきます。この場合において、当社は、前項の規定に準じて取り扱います。 

４ ＩＰ通信網契約者には、その接続を終了しようとするときは、あらかじめ、そのことを書面により契約事務を

行うＩＰ通信網サービス取扱所に通知していただきます。 

 

第８章 料金等 

 

第１節 料金及び工事に関する費用 

 

（料金及び工事に関する費用） 

第 61 条 当社が提供するＩＰ通信網サービスに係る料金は、料金表に規定する料金とし、当社が提供す

るＩＰ通信網サービスの態様に応じて適用します。 

２ 当社が提供するＩＰ通信網サービスに係る工事に関する費用は、第 64 条（工事費の支払義務）第１項に

定める工事費に含まれるものとします。 

 

第２節 料金等の支払義務 

 

（定額利用料の支払義務） 

第 62 条 ＩＰ通信網契約者は、ＩＰ通信網サービスの提供を開始した日から起算して当該ＩＰ通信網契約の

解除があった日の前日までの期間（提供を開始した日と解除があった日が同一の日である場合は、１日間と

します。）について、定額利用料（料金表の（定額利用料）に規定する料金をいいます。以下同じとします。）

の支払いを要します。 

２ 前項の期間において、利用の一時中断等によりＩＰ通信網サービスを利用することができない状態が生じ

たときの定額利用料の支払いは、次によります。 

（1） 利用の一時中断をしたときは、ＩＰ通信網契約者は、その期間中の定額利用料の支払いを要します。 

（2） 利用停止等があったときは、ＩＰ通信網契約者は、その期間中の定額利用料の支払いを要します。 

（3） 前２号の規定によるほか、ＩＰ通信網契約者は、次の場合を除いて、ＩＰ通信網サービスを利用できな

かった期間中の定額利用料の支払いを要します。 

区別 支払いを要しない料金 



 

 

１ ＩＰ通信網契約者の責めによらない理由によ

り、ＩＰ通信網サービスを全く利用できない状

態（ＩＰ通信網サービスに係る電気通信設備

による全ての通信に著しい支障が生じ、全く

利用できない状態と同程度の状態となる場合

を含みます。）が生じた場合（２欄又は３欄及

びＤＳＬ方式に起因する事象に該当する場合

を除きます。）に、そのことを当社が知った時

刻から起算して 24 時間以上その状態が連続

したとき。 

そのことを当社が知った時刻以後の利用でき

なかった時間（24 時間の倍数である部分に限

ります。）について、24 時間ごとに日数を計算

し、その日数に対応する定額利用料 

２ 利用回線等の移転又は相互接続点の所在

地の変更に伴って、ＩＰ通信網サービスを利用

できなくなった期間が生じたとき。 

利用できなくなった日から起算し、再び利用

できる状態とした日の前日までの日数に対応

する定額利用料 

３ ＩＰ通信網サービスの接続休止をしたとき。 接続休止をした日から起算し、再び利用でき

る状態とした日の前日までの日数に対応する

定額利用料 

３ 前項において、端末回線の冗長化を行う第 3 種 IP 通信網サービスについては、冗長を構成する２回線の

契約を１つの契約とみなして取り扱います。 

４ 第１項の期間において、特定協定事業者の定める契約約款（料金表を含みます。）の規定による利用の

一時中断、利用停止又は特定協定事業者との契約の解除その他ＩＰ通信網契約者に帰する理由により、

利用回線等に係る通信を行うことができなくなった場合であっても、ＩＰ通信網契約者は、その期間中の定

額利用料の支払いを要します。 

５ 当社は、支払いを要しないこととされた料金が既に支払われているときは、その料金を返還します。 

 

（手続きに関する料金の支払義務） 

第 63 条 ＩＰ通信網契約者は、料金表第２（手続きに関する料金）に定める手続きに関する料金の支払い

を要します。 

 

（工事費の支払義務） 

第 64 条 ＩＰ通信網契約者は、工事を要する申込み又は請求をし、その承諾を受けた場合は、当社が別

に定める工事費の支払いを要します。この場合において、支払いを要する工事費の額は、料金表第３（工事

に関する費用（工事費））に定める工事費の額に消費税相当額を加算した額とします。 

ただし、工事の着手前にそのＩＰ通信網契約の解除又はその工事の請求の取消し（以下この条において

「解除等」といいます。）があったときは、この限りでありません。この場合において、既にその工事費が支

払われているときは、当社は、その工事費を返還します。 

２ ＩＰ通信網契約者には、工事の着手後完了前に解除等があったときは、前項の規定にかかわらず、解除等

があったときまでに着手した工事の部分について、当社が別に算定した費用を負担していただきます。 

 

第３節 料金の計算及び支払い 

 

（料金の計算方法等） 

第 65 条 料金の計算方法並びに料金及び工事に関する費用の支払方法は、料金表通則に定めるところ

によります。 

 

第４節 割増金及び延滞利息 

 

（割増金） 

第 66 条 ＩＰ通信網契約者は、料金又は工事に関する費用の支払いを不法に免れた場合は、その免れ

た額のほか、その免れた額（消費税相当額を加算しない額とします。）の２倍に相当する額に消費税相当額

を加算した額を割増金として、当社が指定する期日までに一括して支払っていただきます。 

 

（延滞利息） 

第 67 条 ＩＰ通信網契約者は、料金その他の債務（延滞利息を除きます。）について支払期日を経過して



 

 

もなお支払いがない場合には、支払期日の翌日から支払いの日の前日までの日数について年 14.6％の割

合で計算して得た額を延滞利息として、当社が指定する期日までに支払っていただきます。 

 

第９章 最低利用期間 

 

（最低利用期間） 

第 68 条 下記のＩＰ通信網サービスには、次のとおり最低利用期間があります。 

サービスの種類 最低利用期間 

第１種ＩＰ通信網サービス 当該ＩＰ通信網サービスの提供を開始した日から起算して１ヶ月間 

第２種ＩＰ通信網サービス 

 光アクセス品目および NURO アクセ

ス品目に係わるもの 

当該ＩＰ通信網サービスの提供を開始した日から起算して 1 年間 

第２種ＩＰ通信網サービス 

 DSL アクセス品目に係わるもの 

当該ＩＰ通信網サービスの提供を開始した日から起算して３ヶ月間 

第２種 IP 通信網サービス 

 F アクセス品目に係るもの 

当該ＩＰ通信網サービスの提供を開始した日から起算して１ヶ月間 

第３種ＩＰ通信網サービス 

（臨時第３種契約に係るものを除きま

す。） 

当該ＩＰ通信網サービスの提供を開始した日から起算して１年間 

第４種 IP 通信網サービス 当該ＩＰ通信網サービスの提供を開始した月から起算して２年間 

第５種 IP 通信網サービス 当該ＩＰ通信網サービスの提供を開始した日から起算して１ヶ月間 

 

２ 最低利用期間のあるＩＰ通信網サービスに係るＩＰ通信網契約者には、前項の最低利用期間内にＩＰ通信網

契約の解除があった場合は、当社が定める期日までに、料金表通則に定める額を支払っていただきま

す。 

３ 第４種 IP 通信網契約は、第４種 IP 通信網契約を開始した日が属する暦月の初日から起算し最低利用期

間が経過した日（以下「満了日）といいます。）の翌月（以下「更新月」といいます。）において、第４種 IP 通

信網契約の解除の申し込みがない場合、更新月の初日から次の最低利用期間が開始する契約（以下

「継続契約」といいます。）とします。 

４ 第４種 IP 通信網契約は、初回の継続契約を行った以降は、更新月において第４種 IP 通信網契約の解除

の申し込みがない場合、更新月の初日から起算し、次の継続契約が開始することとします。 

５ 当社は、第 4 種 IP 通信網契約における更新月については第２項の定めを適応しないこととします。 

 

第１０章 保守 

 

（ＩＰ通信網契約者の維持責任） 

第 69 条 ＩＰ通信網契約者は、その利用回線等に接続されている自営端末設備又は自営電気通信設備

を技術基準に適合するよう維持していただきます。 

 

（ＩＰ通信網契約者の切分責任） 

第 70 条 ＩＰ通信網契約者には、自営端末設備又は自営電気通信設備が利用回線等に接続されている

場合であって、ＩＰ通信網サービスを利用することができなくなったときは、その自営端末設備又は自営電気

通信設備に故障のないことを確認のうえ、当社に修理の請求をしていただきます。 

２ 前項の確認に際して、ＩＰ通信網契約者から要請があったときは、当社は、ＩＰ通信網サービス取扱所にお

いて試験を行い、その結果をＩＰ通信網契約者にお知らせします。 

３ 当社は、前項の試験により、当社の設置した電気通信設備に故障がないと判定した場合において、ＩＰ通

信網契約者の請求により当社の係員を派遣した結果、故障の原因が自営端末設備又は自営電気通信設

備にあったときは、ＩＰ通信網契約者にその派遣に要した費用を負担していただきます。この場合において、

負担を要する費用の額は、派遣に要した費用の額に消費税相当額を加算した額とします。 

 

（修理又は復旧の順位） 

第 71 条 当社は、当社の設置した電気通信設備が故障し、又は滅失した場合に、その全部を修理し、或

いは復旧することができないときは、第 58 条（通信利用の制限等）の規定により優先的に取り扱われる通

信を確保するため、次の順位に従ってその電気通信設備を修理し、又は復旧します。この場合において、第



 

 

１順位及び第２順位の電気通信設備は、同条の規定により当社がそれらの機関との協議により定めたもの

に限ります。 

順位 修理又は復旧する電気通信設備 

１ 気象機関に設置されるもの 

水防機関に設置されるもの 

消防機関に設置されるもの 

災害救助機関に設置されるもの 

警察機関に設置されるもの 

防衛機関に設置されるもの 

輸送の確保に直接関係がある機関に設置されるもの 

通信の確保に直接関係がある機関に設置されるもの 

電力の供給の確保に直接関係がある機関に設置されるもの 

２ ガスの供給の確保に直接関係がある機関に設置されるもの 

水道の供給の確保に直接関係がある機関に設置されるもの 

選挙管理機関に設置されるもの 

別記５の基準に該当する新聞社、放送事業者又は通信社の機関に設置されるもの 

預貯金業務を行う金融機関に設置されるもの 

国又は地方公共団体の機関に設置されるもの（第１順位となるものを除きます。） 

３ 第１順位及び第２順位に該当しないもの 

 

第１１章 損害賠償 

 

（責任の制限） 

第 72 条 当社は、ＩＰ通信網サービスを提供すべき場合において、当社の責めに帰すべき理由によりそ

の提供をしなかったときは、そのＩＰ通信網サービスが全く利用できない状態（当該ＩＰ通信網契約に係る電気

通信設備による全ての通信に著しい支障が生じ、全く利用できない状態と同程度の状態となる場合を含みま

す。以下この条において同じとします。）にあることを当社が知った時刻から起算して、24 時間以上その状態

が連続したときに限り、当該ＩＰ通信網契約者の損害を賠償します。 

２ 前項に規定するＩＰ通信網サービスが全く利用できない状態には、ＤＳＬ 方式に起因する事象は含みませ

ん。 

３ 第１項の場合において、当社は、ＩＰ通信網サービスが全く利用できない状態にあることを当社が知った時

刻以後のその状態が連続した時間（24時間の倍数である部分に限ります。）について、24時間ごとに日数

を計算し、その日数に対応する当該ＩＰ通信網サービスに係る料金表の（定額利用料）に規定する料金額

を発生した損害とみなし、その額に限って賠償します。 

４ 第 1 項及び第 3項において、端末回線の冗長化を行う第 3種 IP通信網サービスについては、冗長を構成

する２回線の契約を１つの契約とみなして取り扱います。 

５ 第１項の規定にかかわらず、損害賠償の取扱いに関し、料金表に特段の定めがある場合は、その定める

ところによります。 

６ 第１項および第３項の場合において、当社の故意又は重大な過失によりＩＰ通信網サービスの提供をしな

かったときは、前項の規定は適用しません。 

 

（免責） 

第 73 条 当社は、利用回線等の設置、撤去、修理又は復旧の工事にあたって、ＩＰ通信網契約者に関す

る土地、建物その他の工作物等に損害を与えた場合に、それがやむを得ない理由によるものであるときは、

その損害を賠償しません。 

２ 当社は、この約款等の変更により、自営端末設備又は自営電気通信設備の改造又は変更（以下この条

において「改造等」といいます。）を要することとなる場合であっても、その改造等に要する費用については

負担しません。 

 

第１２章 雑則 

 

（承諾の限界） 

第 74 条 当社は、ＩＰ通信網契約者から工事その他の請求があった場合に、その請求を承諾することが

技術的に困難なとき、又は保守することが著しく困難である等、ＩＰ通信網サービスに関する当社の業務の遂



 

 

行上支障があるときは、その請求を承諾しないことがあります。この場合は、その理由をその請求をした者に

通知します。 

 

（利用に係るＩＰ通信網契約者の義務） 

第 75 条 ＩＰ通信網契約者は、次のことを守っていただきます。 

（1） 当社がＩＰ通信網契約に基づき設置した電気通信設備を移動し、取りはずし、変更し、分解し、若しく

は損壊し、又はその設備に線条その他の導体を連絡しないこと。ただし、天災、事変その他の非常事

態に際して保護する必要があるとき、又は自営端末設備若しくは自営電気通信設備の接続若しくは

保守のため必要があるときは、この限りでありません。 

（2） 通信の伝送交換に妨害を与える行為を行わないこと。 

（3） ＩＰ通信網サービスに関する当社の業務の遂行上支障がないと、当社が認めた場合を除いて、その

利用回線等に他の機械、付加物品等を取り付けないこと。 

（4）当社がＩＰ通信網契約に基づき設置した電気通信設備を善良な管理者の注意をもって保管すること。 

（5）端末回線の冗長化を行う場合において、その目的外の態様で端末回線で通信を行わないこと。 

（6） 違法に、又は公序良俗に反する態様で、ＩＰ通信網サービスを利用しないこと。 

なお、別記に定める禁止事項に抵触すると当社が判断した場合には、本項の義務違反があるものと

みなします。 

（7） 当社がＩＰ通信網契約に基づき設置した電気通信設備を用いて前各号に定める禁止行為を他人に行

わせないこと。 

２ ＩＰ通信網契約者は、前項の規定に違反してその利用回線等を忘失し、又は毀損したときは、当社が指定

する期日までに、その補充、修繕その他の工事等に必要な費用を支払っていただきます。 

 

（債権の譲渡） 

第 76 条 当社は、ＩＰ通信網契約により生じたすべての債権について、それぞれの債権の発生と同時に、

当社が別記に定める第三者（以下単に「第三者」といいます。）に譲渡することができるものとし、ＩＰ通信網契

約者は、これを承認していただきます。 

２ 前項の債権について、ＩＰ通信網契約者が一定の期間を経過してもなお支払わないときは、当社は、その

債権を第三者から買い戻し、当該ＩＰ通信網契約者に再請求することができるものとし、ＩＰ通信網契約者

は、これを承認していただきます。 

３ 前ニ項において第三者および当社は、ＩＰ通信網契約者への個別の通知又は譲渡承認の請求を省略する

ものとします。 

 

（利用回線等の設置場所の提供等） 

第 77 条 ＩＰ通信網契約者からの利用回線等の設置場所の提供等については、当社が別記に定めると

ころによります。 

 

（ＩＰ通信網サービスの技術的事項） 

第 78 条 ＩＰ通信網サービスにおける基本的な技術的事項は、別記に定めるとおりとします。 

 

（ＩＰ通信網契約者の氏名等の通知） 

第 79 条 当社は、協定事業者から請求があったときは、ＩＰ通信網契約者（その協定事業者とＩＰ通信網

サービスを利用するうえで必要な契約を締結している者に限ります。）の氏名及び住所等をその協定事業者

に通知することがあります。 

 

（協定事業者からの通知） 

第 80 条 ＩＰ通信網契約者は、当社が、料金又は工事に関する費用の適用にあたり必要があるときは、

協定事業者から料金又は工事に関する費用を適用するために必要なＩＰ通信網契約者の情報の通知を受け

ることについて、承諾していただきます。 

 

（技術資料の閲覧） 

第 81 条 当社は、ＩＰ通信網サービス取扱所において、ＩＰ通信網サービスを利用するうえでの参考となる

別記に定める技術資料を閲覧に供します。 

 

（法令に関する規定） 



 

 

第 82 条 ＩＰ通信網サービスの提供又は利用にあたり、法令に定めがある事項については、その定める

ところによります。 

 

（閲覧） 

第 83 条 この約款において、別に定めることとしている事項については、当社は、閲覧に供します。 

 

第１３章 附帯サービス 

 

（附帯サービス） 

第 84 条 ＩＰ通信網サービスに関する附帯サービスの取扱いについては、別記及び料金表に定めるとこ

ろによります。



 

 

 

別記 

 

１ ＩＰ通信網サービスの提供区域等 

（１） 第１種ＩＰ通信網サービスに係る契約者回線の終端の設置場所は、次に掲げる区域内とします。 

ア．別記 15（１）アに定める特定協定事業者にかかるもの 

区 域 

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉

県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、長野県 

（注） 上記の区域内であっても、契約者回線に係る協定事業者の事情等により提供できない場合があ

ります。 

 

イ．別記 15（１）イに定める特定事業者にかかるもの 

区 域 

富山県、石川県、福井県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良

県、和歌山県、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡

県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

（注） 上記の区域内であっても、契約者回線に係る協定事業者の事情等により提供できない場合があ

ります。 

 

（２） 第２種ＩＰ通信網サービスに係る加入契約回線の終端の設置場所は、次に掲げる区域内とします。 

ア．別記 15（2）アに定める特定協定事業者にかかるもの 

区 域 

全国 

（注） 上記の区域内であっても、加入契約回線に係る協定事業者の事情等により提供できない場合が

あります。 

 

イ．別記 15（２）イに定める特定協定事業者にかかるもの 

区 域 

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉

県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、長野県 

（注） 上記の区域内であっても、加入契約回線に係る協定事業者の事情等により提供できない場合が

あります。 

 

ウ．別記 15（２）ウに定める特定事業者にかかるもの 

区 域 

富山県、石川県、福井県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良

県、和歌山県、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡

県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

（注） 上記の区域内であっても、加入契約回線に係る協定事業者の事情等により提供できない場合が

あります。 

 

エ．別記 15（２）エに定める特定協定事業者にかかるもの 

区 域 

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、静岡県、岐阜県、三重県、大

阪府、兵庫県、京都府、滋賀県、奈良県 

（注） 上記の区域内であっても、加入契約回線に係る協定事業者の事情等により提供できない場合が

あります。 

 

（3） 第３種ＩＰ通信網サービスに係る端末回線の終端の設置場所は、次に掲げる区域内とします。 

区 域 

東京都江東区の一部 

東京都文京区の一部 



 

 

 

（4） 第４種ＩＰ通信網サービスに係る提供区域は、次に掲げる区域内とします。 

区 域 

全国 

（注）上記の区域内であっても、移動無線回線に係る協定事業者の事情等により提供できない場合があ

ります。また、提供区域内であっても、電波の伝わりにくい場所等（屋内、トンネル、地下、建物内、高層

ビルやマンションの高層階等、ビルの陰、山間部、海上等を含みますがこれらに限られないものとしま

す）では本サービスを利用できない場合（通信速度の低下を含みます）があり、当社がこの点に関してい

かなる保証も行なわないことを、契約者は了承するものとします。 

 

（5） 第 5 種ＩＰ通信網サービスに係る提供区域は、次に掲げる区域内とします。 

区 域 

全国 

（注） 上記の区域内であっても、特定加入契約回線に係る協定事業者の事情等により提供できない場

合があります。 

 

２ ＩＰ通信網サービスの提供区間 

区分 提供区間 

第１種ＩＰ通信網サービス （1） 契約者回線の終端相互間 

（2） 契約者回線の終端と端末回線の終端、特定装置、加入契約回線、相

互接続点との間 

第２種ＩＰ通信網サービス （1） 加入契約回線の終端相互間 

（2） 加入契約回線と端末回線の終端、契約者回線の終端、特定装置、相

互接続点との間 

第３種ＩＰ通信網サービス （1） 端末回線の終端相互間 

（2） 端末回線と契約者回線の終端、特定装置、加入契約回線、相互接続

点との間 

第４種ＩＰ通信網サービス （1） 移動無線回線の終端相互間 

（2） 移動無線回線の終端、移動無線回線、無線基地局設備、IP モバイル

通信網との間 

（３） 移動無線回線の終端、IP モバイル通信網と IP モバイル通信網を除く

当社 IP 通信網との相互接続点、当社 IP 通信網との間 

第５種ＩＰ通信網サービス （1） 特定加入契約回線の終端相互間 

（2） 特定加入契約回線と端末回線の終端、契約者回線の終端、特定装

置、相互接続点との間 

 

３ 氏名等の変更   

（1） 契約者には、その氏名、名称又は住所若しくは居所について変更があったときは、そのことを速やかにＩ

Ｐ通信網サービス取扱所に届け出ていただきます。 

（2）（1）の届出があったときは、当社は、その届出のあった事実を証明する書類を提示していただくことがあり

ます。 

 

４ 契約者の地位の承継 

（1） 相続又は法人の合併もしくは分割により契約者の地位の承継があったときは、相続人又は合併後存続

する法人、合併若しくは分割により設立された法人若しくは分割により営業を承継する法人は、当社所定

の書面にこれを証明する書類を添えて当社に届け出ていただきます。 

（2）（1）の場合に、地位を承継した者が２人以上あるときは、そのうちの１人を当社に対する代表者と定め、こ

れを届け出ていただきます。これを変更したときも同様とします。 

（3） 当社は、前項の届出があるまでの間、その地位を承継した者のうちの１人を代表者として取り扱いま

す。 

 

５ 新聞社等の基準 

区分 基準 



 

 

１ 新聞社 次の基準のすべてを備えた日刊新聞紙を発行する新聞社 

政治、経済、文化その他公共的な事項を報道し、又は議論することを目的として、

あまねく発売されること。 

発行部数が 1 の題号について、8,000 部以上であること。 

２ 放送事業者 放送法（昭和 25 年法律第 132 号）第２条第 23 号に規定する基幹放送事業者及び

同条第 24 号に規定する基幹放送局提供事業者 

３ 通信社 新聞社又は放送事業者にニュース（１欄の基準のすべてを備えた日刊新聞社に掲

載し、又は放送事業者が放送するためのニュース又は情報（広告を除きます）をい

います。）を供給することを主な目的とする通信社 

 

６ 債権の譲渡 

 当社が債権譲渡する第三者とは、SFI リーシング株式会社とします。 

 

７ 利用回線等の設置場所の提供等 

（1） 利用回線等の終端のある構内（これに準ずる区域内を含みます。）又は建物内において、当社が利用

回線等及び端末設備を設置するために必要な場所は、そのＩＰ通信網契約者から提供していただきます。 

ただし、ＩＰ通信網契約者から要請があったときは、当社は、その利用回線等の設置場所を提供することが

あります。 

（2） 当社が約款に基づいて設置する電気通信設備に必要な電気は、ＩＰ通信網契約者から提供していただく

ことがあります。 

（3） ＩＰ通信網契約者には、利用回線等の終端のある構内（これに準ずる区域内を含みます。）又は建物内

において、当社の電気通信設備を設置するために必要な宅内配線及び管路等の特別な設備を使用する

ことを希望するときは、自己の負担によりその特別な設備を設置していただきます。 

 

８ 基本的な技術的事項 

（2）  第２種ＩＰ通信網サービス及び第３種ＩＰ通信網サービスに係るもの 

区分 規 格 

100BASE-TX 接続に係るもの IEEE802.3u 100BASE-TX 標準 

 

９ ＩＰ通信網サービスに係る技術資料の項目 

自営端末設備又は自営電気通信設備に係る接続条件 

（1） 物理的条件 

（2） 電気的条件 

（3） 論理的条件 

 

10 自営端末設備の接続 

（1） ＩＰ通信網契約者は、その利用回線等の終端において、又はその終端に接続されている電気通信設備

を介して、その利用回線等に自営端末設備を接続するときは、その接続の請求をしていただきます。この

場合において、端末機器の技術基準適合認定等に関する規則（平成１６年総務省例第１５号。以下「技術

基準適合認定規則」という）様式第７号の表示が付されている端末機器（技術基準適合認定規則第３条で

定める種類の端末設備の機器をいいます。）、技術基準及び技術適合条件に適合することについて事業

法第８６条第１項に規定する登記認定機関又は事業法第１０４条第２項に規定する承認認定機関の認定

を受けた端末機器以外の自営端末設備を接続するときは、当社所定の書面によりその接続の請求をして

いただきます。 

（2） 当社は、（1）の請求の承諾があったときは、次の場合を除いて、その請求を承諾します。 

ア．その接続が技術基準及び技術的条件に適合しないとき。 

イ．その接続が電気通信事業法施行規則（昭和 60 年郵政省令第 25 号。以下「事業法施行規則」といい

ます。）第 31 条で定める場合に該当するとき。 

（3） 当社は、（２）の請求の承諾に当たっては、次の場合を除いて、その接続が技術基準及び技術的条件に

適合するかどうかの検査を行います。 

ア 技術基準適合認定規則様式第７号又は第 14 号の表示が付されている端末機器を接続するとき。 

イ 事業法施行規則第 32 条第１項で定める場合に該当するとき。 

（4） 前項の検査を行う場合、当社の係員は、所定の証明書を提示します。 

（5） ＩＰ通信網契約者は、工事担任者規則（昭和 60 年郵政省令第 28 号）第４条で定める種類の工事担任者



 

 

資格者証の交付を受けている者に自営端末設備の接続に係る工事を行わせ、又は実地に監督させなけ

ればなりません。ただし、同規則第３条で定める場合は、この限りでありません。 

（6） ＩＰ通信網契約者がその自営端末設備を変更したときについても、（1）から（5）の規定に準じて取り扱い

ます。 

（7） ＩＰ通信網契約者は、その利用回線等に接続されている自営端末設備を取りはずしたときは､そのことを

当社に通知していただきます。 

 

11 自営端末設備に異常がある場合等の検査 

（1） 当社は、利用回線等に接続されている自営端末設備に異常がある場合その他電気通信サービスの円

滑な提供に支障がある場合において必要があるときは、ＩＰ通信網契約者に、その自営端末設備の接続

が技術基準に適合するかどうかの検査を受けることを求めることがあります。この場合において、ＩＰ通信

網契約者には、正当な理由がある場合その他総務省令で定める場合を除いて、検査を受けることを承諾

していただきます。 

（2）（1）の検査を行う場合、当社の係員は、所定の証明書を提示します。 

（3）（1）の検査を行った結果、自営端末設備が技術基準に適合していると認められないときは、ＩＰ通信網契

約者には、その自営端末設備を利用回線等から取りはずしていただきます。 

 

12 当社の維持責任 

 当社は、当社の設置した電気通信設備を事業用電気通信設備規則（昭和 60 年郵政省令第 30 号）に適合

するよう維持します。 

 

12 の２  当社が請求した料金等の額が支払いを要する料金等の額よりも過小であった場合の取扱い 

ＩＰ通信網契約者は、当社が請求した料金又は工事に関する費用の額が、第 62 条（定額利用料の支払義

務）から第 64 条（工事費の支払義務）までの規定その他この約款の規定により料金表に定める料金又は工

事に関する費用の支払いを要するものとされている額よりも過小であった場合には、当社が別に定める場合

を除き、この約款の規定により料金表に定める料金又は工事に関する費用（当社が請求した料金又は工事

に関する費用の額とこの約款の規定により料金表に定める料金又は工事に関する費用の支払いを要するも

のとされている額との差額を含みます。）の支払いを要します。 

 

13 ＩＰアドレスに係る申請手続の代行等 

（1） 当社は、ＩＰ通信網契約者から請求があったときは、その契約者に代わってＪＰＮＩＣ又はその業務を代行

する機関（以下「ＪＰＮＩＣ等」といいます。）にそのＩＰ通信網契約に係るＩＰアドレス（インターネットプロトコル

で定められているアドレスをいいます。）の割当ての申請手続き等を行います。この場合、ＩＰ通信網契約

者には、ＪＰＮＩＣ等に対して支払を要することとなる金額について当社が代位弁済することを承諾していた

だきます。 

（2）（1）の場合、ＩＰ通信網契約者には、料金表第５（附帯サービスに関する料金）に規定する手数料を支払っ

ていただきます。 

（3） 上記規定に関わらず、ＪＰＮＩＣ等が決定する方針の変更その他外部条件の変化等により、料金額、その

他条件を変更することがあります。 

 

14 通信網サービスにおける禁止行為 

（1） 第三者又は当社の著作権、その他の知的財産権を侵害する行為、又は侵害するおそれのある行為。  

（2） 第三者又は当社の財産、プライバシーもしくは肖像権を侵害する行為、又は侵害するおそれのある行

為。  

（3） 第三者又は当社を差別もしくは誹謗中傷し、又は名誉もしくは信用を毀損する行為。  

（4） 詐欺等の犯罪に結びつく行為、又は結びつくおそれのある行為。 

（5） 猥褻、児童ポルノ又は児童虐待にあたる画像、文書等を送信・掲載する行為。  

（6） 無限連鎖講（ネズミ講）を開設し、又はこれを勧誘する行為。  

（7） 事実に反する情報を送信・掲載する行為、又は情報を改ざん・消去する行為。  

（8） 第三者又は当社が管理するサーバ等の設備の運営を妨げる行為。  

（9） 公職選挙法に抵触する行為。 

（10） 受信者の同意を得ることなく、不特定多数の者に対し、広告宣伝、勧誘を目的とするメールを送信する

行為。 

（11） 前号に掲げる禁止行為を行うための手段として、架空メールアドレスに宛てたメールの送信をする行



 

 

為。 

（12） 受信者の同意を得ることなく、受信者が嫌悪感を抱く、又はそのおそれのあるメール（嫌がらせメール、

迷惑メール）を送信する行為。 

（13） コンピューターウィルス等有害なプログラムを使用もしくは提供する行為、又はそれらを支援、宣伝もし

くは推奨する行為。 

（14） 他人になりすまして IP 通信網サービスを利用する行為（偽装のためにメールヘッダ等の部分に細工を

行う行為を含む） 。 

（15） 受信者の同意を得ることなく、不特定多数の者に対し、広告宣伝、勧誘を目的として送信されたメール

（本号においては IP通信網サービスを利用して送信されたか否かを問わないものとします。）の受信者

を特定のURL又は特定のサービスに導く目的で当社の IP通信網サービスを利用し、当社の社会的信

用を毀損する行為。（IP 通信網サービスが当社の社会的信用を毀損する態様で利用されている旨の

通知を当社から受けたにも拘わらず、IP通信網契約者が、同契約者にとって可能な是正措置を正当な

理由なくして相当な期間内に講じることを怠った場合を含みます。） 

（16）  平均的な利用を著しく上回る大量の通信量（トラフィック）を発生させ、当社あるいは第三者のネットワ

ークに過大な負荷を与える行為、あるいはその恐れのある行為。 

（17） 前各号に定める行為を助長する行為。 

（18） 前各号に該当する虞があると当社が判断する行為。 

（19） その他、第三者又は当社の権利を侵害すると当社が判断した行為。 

（20） 前各号に明示されたもののほか、法令（主務官庁の諮問等に基づき取りまとめられたガイドラインも含

みます。）に反する行為。 

 

 

15 特定協定事業者 

（１）契約者回線に係るもの 

ア 東日本電信電話株式会社 

イ 西日本電信電話株式会社 

 

（２） 加入契約回線に係るもの 

ア ソフトバンク株式会社 

イ 東日本電信電話株式会社 

ウ 西日本電信電話株式会社 

エ 特定協定事業社名非公開 

 

（３）移動無線回線に係わるもの 

ア 特定協定事業社名非公開 

 

（4）特定加入契約回線に係るもの 

ア 東日本電信電話株式会社 

イ 西日本電信電話株式会社 

 



 

 

料金表 

 

通則 

 

（料金の計算方法等） 

１ 当社は、月額料金（定額利用料のうち、月額で定められている料金をいいます。以下同じとします。）につ

いては、暦月に従って計算します。 

２ 当社は、当社の業務の遂行上やむを得ない場合は、前項の起算日を変更することがあります。 

３ 当社は、月額料金については、暦月に従って計算したものの合計額により、支払いを請求します。 

 

（月額料金の日割） 

４ 当社は、次の場合が生じたときは、その月の月額料金を利用日数に応じて日割します。 

（1） 第１種 IP 通信網契約、第２種 IP 通信網契約（NURO アクセスについては除く）、第３種 IP 通信網契約、

第５種 IP 通信網契約において、月の初日以外の日にＩＰ通信網サービスの提供の開始があったとき。 

（2） 第１種 IP 通信網契約、第２種 IP 通信網契約（NURO アクセスについては除く）、第３種 IP 通信網契約、

第５種 IP 通信網契約において、月の初日以外の日にＩＰ通信網契約の解除があったとき。 

（3） 第１種 IP 通信網契約、第２種 IP 通信網契約、第３種 IP 通信網契約、第５種 IP 通信網契約において、

（1）及び（2）の場合を除いて、月の初日以外の日に月額料金の額が増加又は減少したとき（この場合にお

いて、増加又は減少後の月額料金は、その増加又は減少のあった日から適用します。）。 

（4） 第 62 条（定額利用料の支払義務）第２項第３号の表の規定に該当するとき。 

５ ４の規定による月額料金の日割は、その月の日数により行います。この場合において、第 62 条（定額利

用料の支払義務）第２項第３号の表の１欄に規定する月額料金の算定にあたっては、そのことを当社が知

った時刻以後の利用できなかった時間（24 時間の倍数である部分に限ります。）について、24 時間ごとに

日数を計算します。 

 

（端数処理） 

６ 当社は、料金その他の計算において、その計算結果に１円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り

捨てます。 

 

（料金等の支払い） 

７ ＩＰ通信網契約者には、料金及び工事に関する費用について、当社が定める期日までに、当社が指定する

金融機関等において支払っていただきます。 

８ 料金及び工事に関する費用は、支払期日の到来する順序に従って支払っていただきます。 

９ 当社は、支払われた金額について、その充当すべき料金等の指定がないときは、当社が別に定める順序

で充当します。 

 

（消費税相当額の加算） 

10 第 62 条（定額利用料の支払義務）から第 64 条（工事費の支払義務）までの規定その他この約款の規

定により料金表に定める料金又は工事に関する費用の支払いを要するものとされている額は、この料金

表に定める税抜額に基づき計算した額に消費税相当額を加算した額とします。 

（注）この料金表に定める税込額（消費税相当額を加算した額をいいます。以下同じとします。）に基づき計算

された額は、支払いを要する額と異なる場合があります。 

 

（料金等の臨時減免） 

11 当社は、災害が発生し、又は発生するおそれがあるときは、約款の規定にかかわらず、臨時に、その料

金又は工事に関する費用を減免することがあります。 

 

（最低利用期間内に契約の解除等があった場合の料金の適用） 

12 第１種 IP 通信網契約、第２種 IP 通信網契約、第３種 IP 通信網契約、第５種 IP 通信網契約において、ＩＰ

通信網契約者には、最低利用期間内にその契約の解除があった場合（第 17 条（当社が行う第１種 IP 通

信網契約の解除）第３項の場合及びそれに準じる場合を除きます。）は、第 62 条（定額利用料の支払義

務）及び料金表通則の規定にかかわらず、残余の期間に対応する定額利用料に相当する額を、当社が

定める期日までに、一括して支払っていただきます。 

13 第４種 IP 通信網契約において、第４種契約者には、最低利用期間内にその契約の解除があった場合は、



 

 

料金表通則に則り、当社が定めた額を、当社が定める期日までに、一括して支払っていただきます。 

14 第５種 IP 通信網契約において、第５種 IP 通信網契約者が、別記 15（４）イに定める特定協定事業者によ

る「初期工事費割引」の適用を受けた時点から２年以内に、当社との契約の解除があった場合、当社が定

めた額を、当社が定める期日までに、一括して支払っていただきます。なお、別記 15（4）イに定める特定

協定事業者の契約者が、当社の提供する第５種 IP 通信網サービスに契約を変更する場合に限ります。 

  



 

 

第１ 定額利用料 

１ 第１種 IP 通信網に係るもの 

（1） 適用 

料金の適用 

  

第１種ＩＰ通信

網サービ

スに係 る

料金の適

用 

当社は 第１種ＩＰ通信網サービスに係る料金額を適用するにあたり、次表のとおり

品目及び通信の態様による細目を定めます。 

  

１ 通信の態様による細目 

ア 契約者回線の細目による区別 

  区分 内容  

  光アクセスメニュー 

 

 

その契約者回線が別記 15（１）ア又はイに定める

特定協定事業者の契約約款及び料金表に規定

するメニュー５に係るもの 

 

  ＤＳＬアクセスメニュー 

 

 

その契約者回線が別記 15（１）ア又はイに定める

特定協定事業者の契約約款及び料金表に規定

するメニュー４（当社が別に定めるものに限りま

す。）に係るもの 

 

  ＩＳＤＮアクセスメニュー 

 

 

その契約者回線が別記 15（１）ア又はイに定める

特定協定事業者の契約約款及び料金表に規定

するメニュー３（当社が別に定めるものに限りま

す。）に係るもの 

 

  備考  

１ 第１種ＩＰ通信網サービスに係る通信は、契約者回線等の終端、相互接続

点及びその他当社が必要により設置する電気通信設備との間で行うこと

ができます。この場合において、当社は、相互接続点を介して接続してい

る電気通信設備に係る通信の品質を保証しません。 

 

  

イ IP バージョンの細目による区別 

区分 内容 

カテゴリー１ IPｖ４による IP 通信網サービス 

カテゴリー２ IPｖ４と IPｖ６による IP 通信網サービス 

カテゴリー３ IPｖ６による IP 通信網サービス 

備考 

１ カテゴリー２及びカテゴリー３は契約者回線の細目による区別の光アクセ

スメニューに限り提供します。 

 

ウ 光アクセスメニューの細目による区別 

  区分 内容  

  タイプ１（premium） 

 

その契約者回線が別記 15（１）アに定める特定協

定事業者の契約約款及び料金表に規定するメニ

ュー５－１において、100Mb/s のプラン１、若しくは

１Gb/s のプラン４－２、及びプラン５に係るもの 

又は、その契約者回線が別記 15（１）イに定める特

定協定事業者の契約約款及び料金表に規定する

メニュー５－１において、１Gb/s のプラン２に係るも

の 

 

  タイプ２(pro) 

 

その契約者回線が別記 15（１）アに定める特定協

定事業者の契約約款及び料金表に規定するメニ

ュー５－１において 100Mb/s のプラン２、若しくは１

 



 

 

Gb/s のプラン４－１に係るもの 

 

  タイプ３(advance) その契約者回線が別記 15（１）アに定める特定協

定事業者の契約約款及び料金表に規定するメニ

ュー５－１における１Gb/s のプラン３－１、若しく

は、メニュー５－２における 1Gb/ｓに係るもの 

又は、その契約者回線が別記 15（１）イに定める

特定協定事業者の契約約款及び料金表に規定

するメニュー５－１における 1Gb/s のプラン３、若

しくはメニュー５－２における 1Gb/s に係るもの 

 

  タイプ４(light) 

 

その契約者回線が別記 15（１）ア又はイに定める

特定協定事業者の契約約款及び料金表に規定

するメニュー５に係るものであり、タイプ１、２、３で

規定したもの以外のもの 

 

  備考 

１ タイプ１において、別記15（１）アに特定協定事業者の契約約款及び料金

表に規定するメニュー５－１における 100Mb/s のプラン１に係る IP 通信

網サービスを提供されている契約者回線は、平成 23 年 11 月 21 日の附

則より、メニュー５－１における1Gb/sのⅡ―１型に係る IP通信網サービ

スを提供されている契約者回線とみなして取り扱うものとします。 

２ タイプ２において、別記15（１）アに特定協定事業者の契約約款及び料金

表に規定するメニュー５－１における 100Mb/s のプラン２に係る IP 通信

網サービスを提供されている契約者回線は、平成 23 年 11 月 21 日の附

則より、メニュー５－１における 200Mb/s のⅡ―１型に係る IP 通信網サ

ービスを提供されている契約者回線とみなして取り扱うものとします。 

 

  

エ ＤＳＬアクセスメニューの細目による区別 

  区分 内容  

  タイプ１ 

 

その契約者回線が別記 15（１）ア又はイに定める

特定協定事業者の契約約款及び料金表に規定

するメニュー４タイプ１に係るもの 

 

   

オ ＩＰｖ４アドレス数による区別 

  区分 内容  

  プラン１ その第１種 IP 通信網契約に係るＩＰv4 アドレスの

数が、１個のもの 

 

  プラン２ その第１種 IP 通信網契約に係るＩＰv4 アドレスの

数が、８個のもの 

 

  プラン３ その第１種 IP 通信網契約に係るＩＰv4 アドレスの

数が、１６個のもの 

 

  備考 

１ 光アクセスメニューにおいては、カテゴリー１及びカテゴリー２に限り提供し

ます。 

２ プラン１は、光アクセスメニューに係る全てのタイプ並びにＤＳＬアクセスメ

ニューに係る全てのタイプに限り提供します。 

３ プラン２は、光アクセスメニューに係る全てのタイプに限り提供します。 

４ プラン３は、光アクセスメニューに係るタイプ１及びタイプ２に限り提供しま

す。 

 

  

 

（2） 料金額（定額利用料） 

ア．光アクセスメニューに係るもの 

１契約者回線ごとに月額 



 

 

区 分          料金額 

カテゴリー１ タイプ１ プラン１ 65,000 円（税抜） 

    プラン２ 99,000 円（税抜） 

    プラン３ 126,000 円（税抜） 

  タイプ２ プラン１ 14,800 円（税抜） 

    プラン２ 20,800 円（税抜） 

    プラン３ 40,800 円（税抜） 

 タイプ３ プラン１ 11,100 円（税抜） 

  プラン２ 20,100 円（税抜） 

  タイプ４ プラン１ 9,700 円（税抜） 

    プラン２ 17,000 円（税抜） 

カテゴリー２ タイプ１ プラン１ 65,000 円（税抜） 

    プラン２ 99,000 円（税抜） 

    プラン３ 126,000 円（税抜） 

 タイプ３ プラン１ 11,100 円（税抜） 

  プラン２ 20,100 円（税抜） 

  タイプ４ プラン１ 9,700 円（税抜） 

    プラン２ 17,000 円（税抜） 

カテゴリー３ タイプ１   65,000 円（税抜） 

 タイプ３  11,100 円（税抜） 

  タイプ４   9,700 円（税抜） 

 

 

 

イ．ＤＳＬアクセスメニューに係るもの 

１契約者回線ごとに月額 

区 分 料金額 

タイプ１ プラン１ 6,600 円（税抜） 

 

ウ．ＩＳＤＮアクセスメニューに係るもの 

１契約者回線ごとに月額 

区 分 料金額 

プラン１ 4,500 円（税抜） 

プラン２ 6,800 円（税抜） 

 

 

２ 第２種 IP 通信網に係るもの 

（1） 適用 

料金の適用 

  

第２種ＩＰ通信

網サービ

スに係 る

料金の適

用 

当社は、第２種ＩＰ通信網サービスに係る料金額を適用するにあたって、下表のとお

り品目及び通信の態様による細目を定めます。 

 

 



 

 

 １．品目 

 第２種ＩＰ通信網サービスにおける品目 

品目 内容 

光アクセス 別記 15（２）アに定める特定協定事業者が加入契約回線を提

供し、その加入契約回線は最大 100Mb/s までの符号伝送が

可能なもの 

F アクセス 別記 15(2)イ又はウに定める特定協定事業者が、当社の代理

契約を介し、加入契約回線を提供し、符号伝送が可能なもの 

NURO アクセ

ス 

別記 15（２）エに定める特定協定事業者が加入契約回線を提

供し、符号伝送が可能なもの 

備考 

１ 当社は、当社の提供区間と加入契約回線に係る協定事業者の提供区間

を合せて、第２種 IP 通信網契約に係る定額利用料を設定します。 

２ 第２種ＩＰ通信網サービスに係る通信は、加入契約回線の終端、相互接続

点、及びその他当社が必要により設置する電気通信設備との間で行うこ

とができます。なお、NURO アクセスについては、当社が設置する電気通

信設備との相互接続点を介さず、別記 15（２）エに定める特定協定事業者

が設置する電気通信設備を利用し通信を行います。この場合において、

当社は、相互接続点を介して接続している電気通信設備に係る通信の品

質を保証しません。 
 

  

 ２ 通信の態様による細目 

１項で定める品目について以下の区分を設けます 

 

（１） IP バージョンの細目による区別 

区分 内容 

カテゴリー１ IPｖ４による IP 通信網サービス 

カテゴリー２ IPｖ４と IPｖ６による IP 通信網サービス 

カテゴリー３ IPｖ６による IP 通信網サービス 

備考 

ア 光アクセス、F アクセスにおいては、カテゴリー１、２、３を提供します。 

イ NURO アクセスにおいては、カテゴリー２を提供します。 
 



 

 

 （２） F アクセス品目における伝送方式による区別 

区分 内容 

タイプ１ 

別記 15（２）イに定める特定協定事業者の IP通信網サービス契

約約款及び料金表に規定するメニュー５－１に係る提供の形態

による細目がⅡー１型であり、品目 100Mb/s 及び 200Mb/s のプ

ラン３－１に係るもの 

タイプ２ 

別記 15（２）イに定める特定協定事業者の IP通信網サービス契

約約款及び料金表に規定するメニュー５－２に係る提供の形態

による細目がⅡ－１型であり、品目 100Mb/s 及び 200Mb/sに係

るもの 

タイプ３ 

別記 15（２）ウに定める特定協定事業者の IP 通信網サービス

契約約款及び料金表に規定するメニュー５－1 に係る提供の形

態による品目が 100Mb/s のプラン５－１、及び 200Mb/s のもの 

タイプ４ 

別記 15（２）ウに定める特定協定事業者の IP 通信網サービス

契約約款及び料金表に規定するメニュー５－２に係る提供の形

態による品目が100Mb/sのカテゴリー３－１、及び200Mb/sのも

の 

タイプ５ 

別記 15（２）イに定める特定協定事業者の IP通信網サービス契

約約款及び料金表に規定するメニュー５－１に係る提供の形態

による細目がⅡー１型であり、品目 1Gb/s のプラン３－１に係る

もの 

タイプ６ 

別記 15（２）イに定める特定協定事業者の IP通信網サービス契

約約款及び料金表に規定するメニュー５－２に係る提供の形態

による細目がⅡ－１型であり、品目 1Gb/s に係るもの 

タイプ７ 

別記 15（２）ウに定める特定協定事業者の IP 通信網サービス

契約約款及び料金表に規定するメニュー５－1 に係る提供の形

態による品目が 1Gb/s のプラン３のもの 

タイプ８ 

別記 15（２）ウに定める特定協定事業者の IP 通信網サービス

契約約款及び料金表に規定するメニュー５－２に係る提供の形

態による品目が 1Gb/s のもの 

タイプ９ 

別記 15（２）イに定める特定協定事業者の IP通信網サービス契

約約款及び料金表に規定するメニュー５－１における通信の態

様による細目がプラン５のもの 

タイプ 10 

別記 15（２）ウに定める特定協定事業者の IP 通信網サービス

契約約款及び料金表に規定するメニュー５－1 に係る提供の形

態による品目が 1Gb/s のプラン２のもの 

タイプ 11 

別記 15（２）イに定める特定協定事業者の IP通信網サービス契

約約款及び料金表に規定するメニュー５－１における通信の態

様による細目がプラン４－１のもの 

タイプ 12 

別記 15（２）イに定める特定協定事業者の IP通信網サービス契

約約款及び料金表に規定するメニュー５－１における通信の態

様による細目がプラン４－２のもの 
 



 

 

  

（３）NURO アクセス品目における伝送方式による区別 

区分 内容 

タイプ１ 

その加入契約回線が 別記 15（２）エに定める特定協定事業者の

利用規約および料金表に規定するサービスプランが”スタンダー

ド”と規定されたもの。 

タイプ２ 

その加入契約回線が 別記 15（２）エに定める特定協定事業者の

利用規約および料金表に規定するサービスプランが”プレミアム 

30M”と規定されたもの。 

タイプ３ 

その加入契約回線が 別記 15（２）エに定める特定協定事業者の

利用規約および料金表に規定するサービスプランが”プレミアム 

50M”と規定されたもの。 
 

  

 （４） ＩＰｖ４アドレス数による区別 

  区 分 内 容  

  ア．プラン１ ＩＰｖ４アドレスを１個に限り提供するもの  

  イ．プラン２ ＩＰｖ４アドレスを８個に限り提供するもの  

  ウ．プラン３ ＩＰｖ４アドレスを１６個に限り提供するもの  

備考 

１ 光アクセスにおいては、プラン１、２を提供します。 

２ F アクセスのタイプ１、２、３、４、５、６、７、８においては、プラン１、２を提供

します。 

F アクセスのタイプ９、10、11、12 においては、プラン１、２、３を提供しま

す。 

３ NURO アクセスにおいては、標準でＩＰｖ４アドレスを１個に限り提供するも

のとし、その他の複数個の IPv4 アドレスの提供については附帯サービス

に関する料金において定めるものとする。 

  

 （５）保守の形態による区分 

区分 内容 

プラン A 

午前９時から午後５時までの時間帯以外の時刻に、特定協定事

業者の管理する加入契約回線に係る修理又は復旧の請求を受

け付けたときに、午前９時から午後５時までの時間帯（その受け

付けた時刻以後の直近のものとします。）においてその修理又

は復旧を行うもの 

プラン B プラン A 以外のもの 

備考 

１ F アクセスにおいて、本細目による区分を適応し、提供します。 

２ 第２種 IP 通信網契約者は、その第２種 IP 通信網契約について、同一

月において複数回の保守の態様による細目の変更の請求を行うこと

は出来ません。 
 

 

 

（2） 料金額（定額利用料） 

ア．光アクセス品目に係るもの 

１加入契約回線ごとに月額 

区 分          料金額 

カテゴリー１ プラン１ 43,000 円（税抜） 

  プラン２ 53,000 円（税抜） 

カテゴリー２ プラン１ 43,000 円（税抜） 

  プラン２ 53,000 円（税抜） 

カテゴリー３   43,000 円（税抜） 



 

 

 

イ．F アクセス品目に係るもの 

１加入契約回線ごとに月額 

区分 料金額 

タイプ１ カテゴリー１ プラン１ 15,900 円（税抜） 

 
 

プラン２ 23,200 円（税抜） 

 カテゴリー２ プラン１ 15,900 円（税抜） 

 
 

プラン２ 23,200 円（税抜） 

 カテゴリー３ - 15,900 円（税抜） 

タイプ２ カテゴリー１ プラン１ 14,550 円（税抜） 

 
 

プラン２ 21,850 円（税抜） 

 カテゴリー２ プラン１ 14,550 円（税抜） 

 
 

プラン２ 21,850 円（税抜） 

 カテゴリー３ - 14,550 円（税抜） 

タイプ 3 カテゴリー１ プラン１ 16,900 円（税抜） 

 
 

プラン２ 24,200 円（税抜） 

 カテゴリー２ プラン１ 16,900 円（税抜） 

 
 

プラン２ 24,200 円（税抜） 

 カテゴリー３ - 16,900 円（税抜） 

タイプ４ カテゴリー１ プラン１ 15,200 円（税抜） 

 
 

プラン２ 22,500 円（税抜） 

 カテゴリー２ プラン１ 15,200 円（税抜） 

 
 

プラン２ 22,500 円（税抜） 

 カテゴリー３ - 15,200 円（税抜） 

タイプ５ カテゴリー１ プラン１ 17,500 円（税抜） 

  プラン２ 26,500 円（税抜） 

 カテゴリー２ プラン１ 17,500 円（税抜） 

  プラン２ 26,500 円（税抜） 

 カテゴリー３ - 17,500 円（税抜） 

タイプ６ カテゴリー１ プラン１ 16,150 円（税抜） 

  プラン２ 25,150 円（税抜） 

 カテゴリー２ プラン１ 16,150 円（税抜） 

  プラン２ 25,150 円（税抜） 

 カテゴリー３ - 16,150 円（税抜） 

タイプ７ カテゴリー１ プラン１ 18,300 円（税抜） 

 
 

プラン２ 27,300 円（税抜） 

 カテゴリー２ プラン１ 18,300 円（税抜） 

 
 

プラン２ 27,300 円（税抜） 

 カテゴリー３ - 18,300 円（税抜） 

タイプ８ カテゴリー１ プラン１ 16,600 円（税抜） 

 
 

プラン２ 25,600 円（税抜） 

 カテゴリー２ プラン１ 16,600 円（税抜） 

 
 

プラン２ 25,600 円（税抜） 

 カテゴリー３ - 16,600 円（税抜） 

タイプ９ カテゴリー１ プラン１ 107,100 円（税抜） 

  プラン２ 141,100 円（税抜） 

  プラン３ 168,100 円（税抜） 

 カテゴリー２ プラン１ 107,100 円（税抜） 

  プラン２ 141,100 円（税抜） 

  プラン３ 168,100 円（税抜） 

 カテゴリー３ - 107,100 円（税抜） 



 

 

タイプ 10 カテゴリー１ プラン１ 107,700 円（税抜） 

  プラン２ 141,700 円（税抜） 

  プラン３ 168,700 円（税抜） 

 カテゴリー２ プラン１ 107,700 円（税抜） 

  プラン２ 141,700 円（税抜） 

  プラン３ 168,700 円（税抜） 

 カテゴリー３ - 107,700 円（税抜） 

タイプ 11 カテゴリー１ プラン１ 35,800 円（税抜） 

 
 プラン２ 41,800 円（税抜） 

 
 プラン３ 61,800 円（税抜） 

 
カテゴリー２ プラン１ 35,800 円（税抜） 

 
 プラン２ 41,800 円（税抜） 

 
 プラン３ 61,800 円（税抜） 

 
カテゴリー３ - 35,800 円（税抜） 

タイプ 12 カテゴリー１ プラン１ 107,100 円（税抜） 

 
 プラン２ 141,100 円（税抜） 

 
 プラン３ 168,100 円（税抜） 

 
カテゴリー２ プラン１ 107,100 円（税抜） 

 
 プラン２ 141,100 円（税抜） 

 
 プラン３ 168,100 円（税抜） 

 
カテゴリー３ - 107,100 円（税抜） 

備考 

ア 利用する建物により、別途、特別な利用料（屋内配線利用料等）がかかる場合があります。その際

は、別途、実費分を月額利用料に追加で請求します。 

イ 保守の形態における区分プラン A においての月額利用料の規定とします。保守の形態における区

分プラン B に係る加算料については下表（イ－１）に規定します。 

 

 （イ－１）．F アクセス品目における保守の形態による区分プラン B のものに係る加算料 

１加入契約回線ごとに月額 

区分 料金額 

タイプ１、３、５、７、９、10、11 3,000 円 （税抜） 

タイプ２、４、６、８、12 2,000 円 （税抜） 

 

ウ．NURO アクセス品目に係るもの 

１加入契約回線ごとに月額 

区分 料金額 

タイプ１ 18,850 円 （税抜） 

タイプ２ 50,000 円 （税抜） 

タイプ３ 150,000 円 （税抜） 

備考 

１．当社は、本品目については、次項第３号に規定の稼働率（以下「SLA」といいます）を定め、これに基

づき本品目を提供します。 

２．当社は、契約者の申し出により、SLA が満たされていない事実が認められた場合、次に定める条件

に基づき利用料金を損害賠償とし契約者に返還するものとします。ただし、これらの事実が自然災害

等に起因する場合は、この限りではない。 

（１）利用料金の返還に関する申請が障害の発生した月の翌月１５日までになされていること。 

（２）その他の利用料金の返還事項と重複した場合には、重複した金額の合計を返還すること。ただ

し、使用料金の返還額の合計は、月額の利用料金を上限とします。 

（３）利用料金の返還額は、本品目に関する次に定める稼働率に基づくこと。なお、稼働率の算定方

法については、次の（ア）から（ウ）の通りとします。 

稼働率 稼働していない時間 返還額 

99.90% （43 分以内） 免責範囲 

98.0%～99.9%未満 （43 分～14 時間 24 分以内） 利用料金の 30 分の 1 



 

 

95.0%～98.0%未満 （14 時間 24 分～36 時間以内） 利用料金の 10 分の 1 

90.0%～95.0%未満 （36 時間～72 時間以内） 利用料金の 3 分の 1 

90.0%未満 （72 時間 0 分 1 秒以上） 利用料金の全額 
 

（ア）月間（毎月１日０時から当月末日２３時５９分５９秒）の稼働率とし、当該月の稼働していな

い時間を根拠とすること。ただし、5 日前までに通知したメンテナンスの場合を除きます。 

（イ）契約者に起因する障害、機器への電源供給の停止（停電等）や機器の破損または光ケー

ブルの破損については、稼働率の算定対象外とすること。 

（ウ）稼働率（稼働していない時間）については、当社又は協定事業者にて計測すること。 

３．前項に規定する利用料金の返還については、原則該当月の利用料金から対当額にて相殺すること

で、返還したものとみなします。 

４．サービス開始日を含む月は、月額料金を請求しません。サービス開始月の翌月より、月額料金をご

請求させていただきます。ご解約日を含む月は、月額料金をご請求させていただきます。 

 

 

 

３ 第３種 IP 通信網に係るもの 

（1） 適用 

料金の適用 

  

第３種ＩＰ通信

網サービ

スに係 る

料金の適

用 

当社は、第３種ＩＰ通信網サービスに係る料金額を適用するにあたって、下表のとお

り品目を定めます。 

 

ア．IP バージョンの細目による区別 

区分 内容 

カテゴリー１ IPｖ４による IP 通信網サービス 

カテゴリー２ IPｖ４と IPｖ６による IP 通信網サービス 

カテゴリー３ IPｖ６による IP 通信網サービス 

 

イ．通信規格の細目による区別 

  品 目 内 容  

  100base-tx 100Mb/s までの符号伝送が可能なもの  

  1000base-t 1000Mb/s までの符号伝送が可能なもの  

  備考  

第３種ＩＰ通信網サービスに係る通信は、端末回線の終端、相互接続点、及び

その他当社が必要により設置する電気通信設備との間で行うことができます。

この場合において、当社は、相互接続点を介して接続している電気通信設備

に係る通信の品質を保証しません。 

 

  

長期継続利

用に係る

定額利用

料の適用 

ア 当社は、第３種 IP 通信網契約者から、第３種ＩＰ通信網サービスについて、次表

に定める期間の継続利用（以下この欄において「長期継続利用」といいます。）

の申出があった場合には、その期間における定額利用料については、（2）料金

額に規定する定額利用料の額から同表に規定する額を減額して適用します。  

 

 

 種 類 継続して利用

する期間 

定額利用料の減額 

（月額） 

 

  ３年利用 ３年間 ２－１に規定する定額利用料に 0.1

を乗じて得た額 

 

 イ 長期継続利用に係る定額利用料については、長期継続利用の申出を当社が承

諾した日（第３種 IP 通信網契約の申込みと同時に長期継続利用の申出があっ

た場合は、そのＩＰ通信網サービスの提供を開始した日）から適用します。 

ウ 長期継続利用に係る定額利用料の適用の対象となる期間（以下この欄におい

て「長期継続利用期間」といいます。）には、第３種ＩＰ通信網サービスの利用の

一時中断及び利用停止等があった期間を含むものとします。 

エ 当社は、長期継続利用に係る第３種 IP 通信網契約の解除があった場合には、



 

 

長期継続利用を廃止します。 

オ 長期継続利用に係る第３種 IP通信網契約者には、長期継続利用期間満了後も

長期継続利用を継続しようとするときは、長期継続利用期間の満了日の10日前

までに、新たに長期継続利用の種類を選択して、当社に申し出ていただきます。 

カ 長期継続利用に係る第３種 IP 通信網契約者には、長期継続利用期間の満了

前に長期継続利用の廃止があった場合には、残余の期間に対応する廃止前の

長期継続利用適用額に 0.75 を乗じて得た額を当社が定める期日までに一括し

て支払っていただきます。 

 

 

（2） 料金額（定額利用料） 

ア．第３種 IP 通信網契約に係るもの 

１端末回線ごとに月額 

区分 料金額 

カテゴリー１ 100base-tx に係るもの 当社が別に定める料金額 

 1000base-tx に係るもの 当社が別に定める料金額  

カテゴリー２ 100base-tx に係るもの 当社が別に定める料金額  

 1000base-tx に係るもの 当社が別に定める料金額  

カテゴリー３ 100base-tx に係るもの 当社が別に定める料金額  

 1000base-tx に係るもの 当社が別に定める料金額  

 

 

  

 イ. 臨時第３種 IP 通信網契約に係るもの 

１端末回線ごとに日額 

当社が別に定める料金額 

 

 

４ 第４種 IP 通信網に係るもの 

（1） 適用 

当社は、第４種 IP 通信網サービスに係る料金額を適用するにあたって、下表のとおり品目および区分を

定めます。 

 

ア．移動無線回線の伝送方式による品目 

品目 内容 

LTE 方式 別記 15（３）アに定める特定協定事業者が移動無

線回線を提供し、その移動無線回線は受信最大

112.5Mb/s までの符号伝送が可能なもの 

イ．最低利用期間による区分 

区分 内容 

タイプ１ 最低利用期間が２年のもの 

 

 （２） 料金額（定額利用料） 

ア．第４種 IP 通信網契約 LTE 方式に係わるもの 

１無線移動回線ごとに月額 

区分 料金額 

タイプ１  3,619 円（税抜） 

 

５ 第５種 IP 通信網に係るもの 

（1） 適用 

当社は、第５種ＩＰ通信網サービスに係る料金額を適用するにあたり、当社に卸電気電信役務を提供する

別記 15(4)ア又はイが別途定める IP 通信網サービス契約約款に準拠して、第５種 IP 通信網契約の FTTH

アクセス回線提供につき、提供の形態による区分及び細目を定めます。 



 

 

 

当社が提供するサービスは次表のうち以下のサービスに限られるものとします。 

① メニュー１のクラス３－１のものにおける提供の形態による細目がⅡー１型のものであって、保守の態

様による細目がプランＡに係るもの（別記 15(4)ア又はイの「フレッツ光ネクスト」における、ファミリータ

イプ、ファミリー・ハイスピードタイプ、ファミリー・ギガラインタイプ、ファミリー・スーパーハイスピードタ

イプ隼に相当） 

② メニュー２における提供の形態による細目がⅡ―１型のものであって、保守の態様による細目がプラ

ンＡに係るもの（別記 15(4)ア又はイの「フレッツ光ネクスト」における、マンションタイプ、マンション・ハ

イスピードタイプ、マンション・ギガラインタイプ、マンション・スーパーハイスピードタイプ隼に相当） 

 

A 提供の形態による区分 

区別 内容 

メニュー１ メニュー２以外のもの 

メニュー２ 当社が契約者グループ（当社が指定する同一の構内又は建物内に終端が

ある特定加入契約回線に係る IP 通信網契約者からなるグループをいいま

す。以下同じとします。）を設定して提供するも 

備考 

１ 当社は、特定加入契約回線の終端の場所に当社の回線終端装置を設置します。 

２ 当社は、提供の形態による細目がⅡ―２型のものについては、提供の形態による区別を指定又は変

更する場合があります。 

３ 当社は、２の規定により提供の形態による区別を変更するときは、あらかじめ IP 通信網契約者にそ

のことを通知します。 

 

B 提供の形態による細目 

区別 内容 

Ⅰ型（B フレッツ相当） Ⅱ型以外のもの 

Ⅱ型 Ⅱ―１型 

（フレッツ光ネクス

トに相当） 

帯域確保機能を利用した通信を行うことが可能なものであって、Ⅱ―２型以

外のもの 

Ⅱ―２型 

（フレッツ光ライト

に相当） 

帯域確保機能を利用した通信を行うことが可能なものであって、情報量に応

じた加算料の支払いを要するもの 

備考 

１ Ⅰ型のものは、メニュー１の 100Mb/s のもの又はメニュー２の 100Mb/s のものに限り提供します。 

２ Ⅱー１型のものは、メニュー１の 100Mb/s のものにおけるクラス３－１のもの、200Mb/s のもの若しく

は 1Gb/s のもの又はメニュー２の 100Mb/s のもの、200Mb/s のもの若しくは 1Gb/s のものに限り提

供します。 

３ Ⅱ―２型のものは、メニュー１の 100Mb/s のものにおけるクラス３－１のもの又はメニュー２の

100Mb/s のものにおけるグレード１－１のものに限り提供します。 

 

メニュー１には、次の品目があります。 

品目 内容 

100Mb/s 最大 100Mb/s までの符号伝送が可能なもの 

200Mb/s 収容 IP 通信網サービス取扱所から、特定加入契約回線の終端への伝送方

向については同時に通信が可能な 1 の着信先ごとに最大 200Mb/s まで、他

の伝送方向については最大100Mb/sまでの伝送速度による通信が可能なも

の 

1Gb/s 最大概ね 1Gb/s までの符号伝送が可能なもの 

備考 

１ 200Mb/sのもの及び 1Gb/sのものは、メニュー１における提供の形態による細目がⅡ―１型のものに

限り提供します。 

２ 200Mb/s のものについて、当社が別に定める電気通信設備との間における通信であって、収容 IP 通

信網サービス取扱所から特定加入契約回線の終端への伝送方向に係る伝送速度は最大概ね



 

 

1Gb/s までとなります。 

 

メニュー１には、次表のとおり通信又は保守の態様による細目があります。 

 

A ＩＰｖ４アドレス数による区別 

区別 内容 

プラン１ ＩＰｖ４アドレスを１個に限り提供するもの 

プラン２ ＩＰｖ４アドレスを８個に限り提供するもの 

プラン３ ＩＰｖ４アドレスを 16 個に限り提供するもの 

 

B 通信の態様による細目 

区別 内容 

クラス３ クラス４以外のものであって、取扱所交換設備と特定加入契約回線の終端と

の間の電気通信回線設備の一部を当社が指定する複数の IP通信網契約者

が同時に利用することがあるもの 

クラス４ 

（フレッツ光ネクスト プラ

イオに相当） 

他のクラス４に係る特定加入契約回線との間における通信において、音声利

用 IP 通信網サービスを利用することなく IP 通信網内で一部の符号を優先的

に伝送交換することが可能なもの 

クラス５ 

（フレッツ光ネクスト ビジ

ネスタイプに相当） 

クラス３及びクラス４以外のもの 

備考 

１ クラス３のものは、メニュー１の 100Mb/s、200Mb/s 及び 1Gb/s の品目のものに提供します。 

２ クラス４のもの及びクラス３のものは、メニュー１の１Gb/s の品目における提供の形態による細目が

Ⅱ―１型のものに限り提供します。 

３ 当社は、メニュー１のうち、提供エリア等に応じて別途当社が指定する品目及びクラスのものについ

て、通信の付加サービスであるインターネットプロトコルバージョン６による通信（以下「IPv６通信」とい

います。）相当の通信が利用できる状態で提供します。 

４ 前項に規定する IPｖ６通信については、第５種 IP 通信網契約に係る料金表の規定に準じて取り扱い

ます。 

 

C 100Mb/s、200Mb/s 及び 1Gb/s の品目におけるクラス３に係る通信網の態様による細目 

区別 内容 

クラス３－１ 取扱交換所設備と特定加入契約回線の終端との間の通信において、最大

1Gb/s までの符号伝送が可能な方式を利用しているもの 

備考 

１ 当社は、技術上又は業務の遂行上、100Mb/s の品目における提供の形態による細目がⅠ型のもの

から 100Mb/s の品目における提供の形態による細目がⅡ型のもの又は 200Mb/s の品目における提

供の形態による細目がⅡ型のものへ細目の変更を行う場合があります。 

２ 当社は、１の規定により細目を変更するときは、あらかじめ IP 通信網契約者にそのことを通知しま

す。 

 

D 1Gb/s の品目におけるクラス４に係る通信の態様による細目 

区別 内容 

クラス４－１ 最大 1Mb/s までの符号を優先的に伝送交換することが可能なもの 

クラス４－２ 最大 10Mb/s までの符号を優先的に伝送交換することが可能なもの 

 

E IP バージョンの態様による細目 

区別 内容 

カテゴリー１ IPｖ４による IP 通信網サービス 

カテゴリー２ IPｖ４と IPｖ６による IP 通信網サービス 

カテゴリー３ IPｖ６による IP 通信網サービス 

 



 

 

F 保守の態様による細目 

区別 内容 

プランＡ 午前９時から午後５時までの時間帯以外の時刻に、その IP 通信網契約に係

る修理又は復旧の請求を受け付けたときに、午前９時から午後５時までの時

間帯（その受け付けた時刻以後の直近のものとします。）においてその修理

又は復旧を行うもの 

プランＢ プランＡ以外のもの 

備考 

１ IP 通信網契約者は、その IP 通信網契約について、同一月において複数回の保守の態様による細目

の変更（その細目の変更と同時に品目の変更又は無線 LAN 対応型ルータ機能付回線接続装置（基

本装置に限ります。）の設置若しくは廃止を行う場合を除きます。）の請求を行うことはできません。 

２ メニュー１の 1Gb/s の品目におけるクラス４のものは、保守の態様による細目がプランＢに相当する

ものとします。 

 

メニュー２には、次の品目があります。 

 

品目 内容  

100Mb/s 最大 100Mb/s までの符号伝送が可能なもの 

200Mb/s 収容ＩＰ通信網サービス取扱所から、特定加入契約回線の終端への伝送方

向については同時に通信が可能な１の着信先ごとに最大 200Mb/s まで、

他の伝送方向については最大 100Mb/s までの伝送速度による通信が可

能なもの 

1Gb/s 最大概ね１Gb/s までの符号伝送が可能なもの 

備考 

１ メニュー２に係る IP 通信網サービスにおいて、その契約者グループに属する特定加入契約回線（そ

の IP通信網契約者に係るものを含みます。以下この欄において同じとします。）が１となった場合であ

って、そのことを当社が IP 通信網契約者に通知した日の翌日から起算して３ヶ月経過したときの利用

料金は、保守の態様による細目がプランＡのものについては、２（料金額）の規定にかかわらず

10,100円（税抜）を、保守の態様による細目がプランＢのものについては、２（料金額）に係らず 16,600

円（税抜）を、それぞれ適用します。 

２ 当社は、１の規定によりメニュー２に係る IP 通信網サービスにおいて、その契約者グループに属する

特定加入契約回線が１となったことを当社が IP通信網契約者に通知した場合は、その契約者グルー

プに属する新たな特定加入契約回線の提供を行いません。 

３ 200Mb/s 及び 1Gb/s のものは、メニュー２における提供の形態による細目がⅡ―１型のものであっ

て、特定加入契約回線の態様による細目がグレード１－１のものに限り提供します。 

４ 当社は、メニュー２のうち、提供エリア等に応じて別途当社が指定する品目のものについて、通信の

付加サービスであるインターネットプロトコルバージョン６による通信（以下「IPv6 通信」といいます。）

相当の通信が利用できる状態で提供します。 

５ 前項に規定する IPｖ６通信については、第５種 IP 通信網契約に係る料金表の規定に準じて取り扱い

ます。 

  

メニュー２には、次表のとおり通信又は保守の態様によるその他の細目があります。 

 

A 通信の態様による細目 

区別 内容 

プラン１ ＩＰｖ４アドレスを１個に限り提供するもの 

プラン２ ＩＰｖ４アドレスを８個に限り提供するもの 

プラン３ ＩＰｖ４アドレスを 16 個に限り提供するもの 

 

 

B 通信の態様による細目 

区別 内容 

クラス・ミニ １の契約者グループに係る特定加入契約回線の数が４以上となるものであ



 

 

って、ＩＰ通信網契約者となる者からの契約申込により、当社が契約者グル

ープを設定するもののうち、クラス１以外のもの 

クラス１ １の契約者グループに係る特定加入契約回線の数が８以上となるものであ

って、ＩＰ通信網契約者となる者からの契約申込により、当社が契約者グル

ープを設定するもの 

クラス２ １の契約者グループに係る特定加入契約回線の数が 16 以上となるもので

あって、代表者（その契約者グループに係るすべてのＩＰ通信網契約者とな

る者の同意に基づき指定される者とします。）が一括して契約申込又は品目若

しくは細目の変更の請求を行うことにより、当社が契約者グループを設定す

るもの 

備考 

１ 代表者は、その契約者グループに係るＩＰ通信網契約者に代って、当社との間の請求及びその他の

諸手続き等（修理又は復旧に係るものを除きます。）を行う者であって、１の契約者グループにつき１人

とします。 

２ 代表者が、代表者の変更を行う場合は、変更後の代表者について当社に事前に届け出ていただき

ます。その場合、変更後の代表者の指定については、その契約者グループに係るすべてのＩＰ通信

網契約者の同意に基づくものとします。 

３ 当社は、クラス・ミニに係るＩＰ通信網契約について、その契約者グループに係る特定加入契約回線

の数が８以上となった場合は、その８以上となった日において、その契約者グループに係るすべての

ＩＰ通信網契約についてクラス１への細目の変更があったものとみなして取り扱います。 

４ 当社は、３の規定により細目の変更をしたときは、ＩＰ通信網契約者にそのことを通知します。 

５ 当社は、技術上又は業務の遂行上、100Mb/s の品目における提供の形態による細目がⅠ型のもの

から 100Mb/s の品目における提供の形態による細目がⅡ型のもの又は 200Mb/s の品目におけ

る提供の形態による細目がⅡ型のものへ細目の変更を行う場合があります。 

６ 当社は、５の規定により細目を変更するときは、あらかじめＩＰ通信網契約者にそのことを通知します。 

７ メニュー２における通信の態様による細目は、提供の形態による細目がⅠ型のもの及びⅡ－１型の

ものに係る特定加入契約回線に限り適用します。 

８ 当社は、メニュー２における提供の形態による細目がⅡ－１型のもの及びⅡ－２型のものを合わせ

て１の契約者グループを設定します。 

 

C 特定加入契約回線の態様による細目 

区別 内容 

グレード１ グレード１

－１（光配

線方式） 

取扱交換所設備と特定加入契約回線の終端との間の通信において、最大１

Gb/s までの符号伝送が可能な方式を利用しているもののうち、同一の契約

者グループにおける特定加入契約回線の終端を１回線ごとに異なる場所と

することが可能なもの 

グレード１

－２ 

グレード１－１及びグレード２以外のもの 

グレード２ 取扱交換所設備と特定加入契約回線の終端との間の通信において、最大

100Mb/s までの符号伝送が可能な方式を利用しているもの 

備考 

１ グレード１－２のものは提供の形態による細目がⅠ型のものにおけるクラス２のもの及び 100Mb/s の

品目における提供の形態による細目がⅡ―１型のものに限り提供します。 

２ 同一の契約者グループにおいて、特定加入契約回線の態様による細目の異なる特定加入契約回線

の提供は行いません。 

３ 当社は、技術上又は業務の遂行上、グレード２のものからグレード１－２のものであって提供の形態

による細目がⅡ―１型のものへ細目の変更を行う場合があります。 

４ 当社は、３の規定により細目を変更するときは、あらかじめ IP 通信網契約者にそのことを通知しま

す。 

 

D IP バージョンの態様による細目 

区分 内容 

カテゴリー１ IPｖ４による IP 通信網サービス 



 

 

カテゴリー２ IPｖ４と IPｖ６による IP 通信網サービス 

カテゴリー３ IPｖ６による IP 通信網サービス 

 

E 保守の態様による細目 

区別 内容 

プランＡ 午前９時から午後５時までの時間帯以外の時刻に、その IP 通信網契約に係

る修理又は復旧の請求を受けたときに、午前９時から午後５時までの時間帯

（その受け付けた時刻以後の直近のものとします。）においてその修理又は

復旧を行うもの 

プランＢ プランＡ以外のもの 

備考 

IP 通信網契約者は、その IP 通信網契約について、同一月において複数回の保守の態様による細目の変

更（その細目の変更と同時に品目の変更又は無線 LAN 対応型ルータ機能付回線接続装置（基本装置に

限ります。）の設置若しくは廃止を行う場合を除きます。）の請求を行うことはできません。 

 

F 伝送方式による区別 

区別 内容 

タイプ１ 第５種 IP 通信網契約に規定するメニュー１のクラス３－１のものにおける提

供の形態による細目がⅡ―１型であり、保守の態様による細目がプラン A の

ものであって、別記 15（４）アに定める特定協定事業者に係るもの（東日本電

信電話株式会社の「フレッツ光ネクスト」における、ファミリータイプ、ファミリ

ー・ハイスピードタイプに相当） 

タイプ２ 第５種 IP 通信網契約に規定するメニュー２における提供の形態による細目

がⅡ―１型であり、保守の態様による細目がプラン A のものであって、別記

15（４）アに定める特定協定事業者に係るもの（東日本電信電話株式会社の

「フレッツ光ネクスト」における、マンションタイプ、マンション・ハイスピードタイ

プに相当） 

タイプ３ 第５種 IP 通信網契約に規定するメニュー１のクラス３－１のものにおける提

供の形態による細目がⅡ―１型であり、保守の態様による細目がプラン A の

ものであって、別記 15（４）イに定める特定協定事業者に係るもの（西日本電

信電話株式会社の「フレッツ光ネクスト」における、ファミリータイプ、ファミリ

ー・ハイスピードタイプに相当） 

タイプ４ 第５種 IP 通信網契約に規定するメニュー２における提供の形態による細目

がⅡ―１型であり、保守の態様による細目がプラン A のものであって、別記

15（４）イに定める特定協定事業者に係るもの（西日本電信電話株式会社の

「フレッツ光ネクスト」における、マンションタイプ、マンション・ハイスピードタイ

プに相当） 

タイプ５ 第５種 IP 通信網契約に規定するメニュー１のクラス３－１のものにおける提

供の形態による細目がⅡ―１型であり、保守の態様による細目がプラン A の

ものであって、別記 15（４）イに定める特定協定事業者に係るもの（東日本電

信電話株式会社の「フレッツ光ネクスト」における、ファミリー・ギガラインタイ

プに相当） 

タイプ６ 第５種 IP 通信網契約に規定するメニュー２における提供の形態による細目

がⅡ―１型であり、保守の態様による細目がプラン A のものであって、別記

15（４）イに定める特定協定事業者にに係るもの（東日本電信電話株式会社

の「フレッツ光ネクスト」における、マンション・ギガラインタイプに相当） 

タイプ７ 第５種 IP 通信網契約に規定するメニュー１のクラス３－１のものにおける提

供の形態による細目がⅡ―１型であり、保守の態様による細目がプラン A の

ものであって、別記 15（４）イに定める特定協定事業者に係るもの（西日本電

信電話株式会社の「フレッツ光ネクスト」における、ファミリー・スーパーハイ

スピードタイプ隼に相当） 

タイプ８ 第５種 IP 通信網契約に規定するメニュー２における提供の形態による細目

がⅡ―１型であり、保守の態様による細目がプラン A のものであって、別記



 

 

15（４）イに定める特定協定事業者に係るもの（西日本電信電話株式会社の

「フレッツ光ネクスト」における、マンション・スーパーハイスピードタイプ隼に

相当） 

備考 

保守の態様による細目がプラン B のものに係る場合は、別途費用の請求があります。 

 

本サービスに係る通信は、IP 通信網契約者が通信の都度指定する協定事業者に係る相互接続点等（当

社が別に定める場合を除きます）との間において行うことができます。ただし、提供の形態による細目がⅡ

―２型のものについて、その特定加入契約回線について発信者番号通知を行わない場合は、IP 通信網

契約者が通信の都度指定する協定事業者に係る相互接続点との間の通信を行うことができません。 

 

（2） 料金額 

ア 定額利用料 

１特定加入契約回線ごとに月額 

区分 料金額 

タイプ１ カテゴリー１ プラン１ 15,900 円（税抜） 

  プラン２ 23,200 円（税抜） 

 カテゴリー２ プラン１ 15,900 円（税抜） 

  プラン２ 23,200 円（税抜） 

 カテゴリー３ ― 15,900 円（税抜） 

タイプ２ カテゴリー１ プラン１ 14,550 円（税抜） 

  プラン２ 21,850 円（税抜） 

 カテゴリー２ プラン１ 14,550 円（税抜） 

  プラン２ 21,850 円（税抜） 

 カテゴリー３ ― 14,550 円（税抜） 

タイプ３ カテゴリー１ プラン１ 16,900 円（税抜） 

  プラン２ 24,200 円（税抜） 

 カテゴリー２ プラン１ 16,900 円（税抜） 

  プラン２ 24,200 円（税抜） 

 カテゴリー３ ― 16,900 円（税抜） 

タイプ４ カテゴリー１ プラン１ 15,200 円（税抜） 

  プラン２ 22,500 円（税抜） 

 カテゴリー２ プラン１ 15,200 円（税抜） 

  プラン２ 22,500 円（税抜） 

 カテゴリー３ ― 15,200 円（税抜） 

タイプ５ カテゴリー１ プラン１ 17,500 円（税抜） 

  プラン２ 26,500 円（税抜） 

 カテゴリー２ プラン１ 17,500 円（税抜） 

  プラン２ 26,500 円（税抜） 

 カテゴリー３ ― 17,500 円（税抜） 

タイプ６ カテゴリー１ プラン１ 16,150 円（税抜） 

  プラン２ 25,150 円（税抜） 

 カテゴリー２ プラン１ 16,150 円（税抜） 

  プラン２ 25,150 円（税抜） 

 カテゴリー３ ― 16,150 円（税抜） 

タイプ７ カテゴリー１ プラン１ 18,300 円（税抜） 

  プラン２ 27,300 円（税抜） 

 カテゴリー２ プラン１ 18,300 円（税抜） 

  プラン２ 27,300 円（税抜） 

 カテゴリー３ ― 18,300 円（税抜） 

タイプ８ カテゴリー１ プラン１ 16,600 円（税抜） 

  プラン２ 25,600 円（税抜） 



 

 

 カテゴリー２ プラン１ 16,600 円（税抜） 

  プラン２ 25,600 円（税抜） 

 カテゴリー３ ― 16,600 円（税抜） 

備考 

 別途費用が発生した場合は実費費用をいただく場合があります。 

 

イ プラン B に係る加算料 

１特定加入契約回線ごとの月額料金 

区分 料金額 

メニュー１に係るもの 3,000 円（税抜） 

メニュー２に係るもの 2,000 円（税抜） 

 

 

第２ 手続きに関する料金 

１ 適用 

手続きに関する料金は、次のとおりとします。 

種 別 内 容 

契約事務手数料 IP 通信網契約の申込みをし、その承諾を受けたときに支払いを要する料金 

ただし、第１種 IP 通信網サービス、第２種 IP 通信網サービス、第３種 IP 通

信網サービス及び第５種 IP通信網サービスのプラン１に係る申込みには適

用しません。 

SIM カード発行手数料 第４種 IP 通信網契約において、SIM カードの貸与に関する請求（契約の申

込みと同時に行われたものを除きます｡なお、解約時に SIM カードを返却し

ない場合は本手数料を請求します）をし、その承諾を受けたときに支払いを

要する料金 

 

２ 料金額 

（１） 契約事務手数料 

１の契約ごとに 

区分 IP 通信網サービスの種類 手数料の額 

契約事務手数料 第１種 IP 通信網サービス 15,000 円（税抜） 

第２種 IP 通信網サービス  

NURO アクセス品目に係るもの 

3,000 円（税抜） 

第２種 IP 通信網サービス  

NURO アクセス品目以外に係るもの 

15,000 円（税抜） 

第３種 IP 通信網サービス 15,000 円（税抜） 

 第４種 IP 通信網サービス LTE 方式 3,500 円（税抜） 

 第５種 IP 通信網サービス  

新規契約料に係るもの 

15,000 円（税抜） 

 第５種 IP 通信網サービス 

転用手数料に係るもの 

3,000 円（税抜） 

 第５種 IP 通信網サービス 

プラン B に係るもの 

1,800 円（税抜） 

備考 

１ 別記 15（４）ア又はイに定める特定協定事業者の契約者が、当社の提供する第５種 IP 通信網

サービスに契約を変更することを転用といいます。 

２ 別記 15（４）アに定める特定協定事業者の契約者が、別記 15（４）アに定める特定協定事業者

による「工事費分割払い」の適用を受けていた場合、転用時点の工事費未支払い額について

は、支払っていただく場合があります。 

３ 第５種 IP 通信網サービスプラン B に係る契約事務手数料は、第５種 IP 通信網サービスプラン

B を単独で転用した場合にかかる契約事務手数料です。 

 

（２） SIM カード発行手数料 



 

 

1 の SIM カードごとに 

区分 ＩＰ通信網サービスの種類 手数料の額 

SIM カード発行手数料 第４種ＩＰ通信網サービス 3,000 円（税抜） 

 

 

第３ 工事に関する費用（工事費） 

１ 適用 

  工事費の適用については、次のとおりとします。 

区 分 内 容 

工事費の適用 工事費は、１の工事ごとに適用します。 

備考 

特殊な工事、夜間・休日の工事、危険が伴う工事等に関しては、別途実費費用をいただく場合があり

ます。 

 

２ 工事費の額 

  ＩＰ通信網サービスの提供の開始又はその他の契約内容の変更に関する工事 

 （1） 第１種ＩＰ通信網サービスに適用する工事費 

１の工事ごとに 

区 分 工事費の額 

開通設定工事費 3,000 円（税抜） 

 

 （2） 第２種ＩＰ通信網サービスに適用する工事費 

 ア．光アクセス品目に係るもの 

（ア） 回線開通工事に係るもの 

１の工事ごとに 

区 分 工事費の額 

開通設定工事費 50,000円（税抜） 

光アクセス回線開通工事費（協定事業者

の実施する屋内配線工事、回線終端装置

の設置及び特定協定事業者の実施するダ

ークファイバー敷設工事に係る費用） 

87,500 円（税抜） 

備考 

１ 特殊な工事、夜間・休日の工事、危険が伴う工事等に関しては、別途実費費用をいただく場合

があります。 

２ 光アクセス回線開通工事費には、光アクセス回線敷設または回線終端装置設置の際に必要な

建物内の屋内配管などの工事は含まれません。 

３ 申し込みを中止した場合にすでに回線開通工事に係る費用が発生していた場合は実費を請求

します。 

 

（イ） 移転に係わるもの 

１の工事ごとに 

区 分 工事費の額 

移転設定工事費 3,000 円（税抜） 

移転工事費（特定協定事業者のダークファイバー工事が発

生する移転の場合） 

87,500 円（税抜） 

屋内配線変更工事費（特定協定事業者のダークファイバー

工事が発生しない移転の場合） 

68,800 円（税抜） 

備考 

１ 特殊な工事、夜間・休日の工事、危険が伴う工事等に関しては、別途実費費用をいただく場合

があります。 

2 申し込みを中止した場合にすでに工事に係る費用が発生していた場合は実費を請求します。 

 



 

 

イ．F アクセス品目に係るもの 

（ア） 回線開通工事に係るもの 

１の工事ごとに 

区 分 工事費の額 

開通設定工事費 3,000 円（税抜） 

タイプ 1 から 12 に係る回線開通工事費（設

置、配線工事費） 

18,800 円（税抜） 

備考 

 １ 特殊な工事、夜間・休日の工事、危険が伴う工事等に関しては、別途実費費用をいただく場合

があります。 

 2 申し込みを中止した場合にすでに回線開通工事に係る費用が発生していた場合は実費を請

求します。 

 

（イ） （ア）以外のもの 

１の工事ごとに 

区 分 工事費の額 

移転設定工事費 3,000 円（税抜） 

回線移転工事費（設置、配線工事費等） 実費 

回線解約工事費（撤去、撤線工事費等） 実費 

回線保守工事費（故障時の復旧工事） 実費 

備考 

 １ 申し込みを中止した場合にすでに工事に係る費用が発生していた場合は実費を請求します。 

 ２ 回線の欠損等により工事が発生し、その責任が当社にない場合に発生した回線保守工事費

については実費を請求します。  

 

ウ．NURO アクセス品目に係るもの 

（ア） 回線開通工事に係るもの 

１の工事ごとに 

区 分 工事費等の額 

開通設定工事費 150,000 円（税抜） 

基本工事費 50,000 円（税抜） 

日曜祝日工事追加費用 別途見積もり 

夜間工事追加費用 
別途見積もり 

なお、夜間の工事時間は 20 時から 23 時までとする。 

備考 

１． 開通設定工事費を 24 回の分割支払にした場合、開通設定工事費の税込額を 24 回で分割

した金額を請求します。 

２． 特殊な工事、構内配線工事等については、実費費用をいただく場合があります。 

 

（イ） （ア）以外のもの 

１の工事ごとに 

区 分 工事費の額 

回線撤去工事費 
無償 

但し、建物により費用が発生する場合、実費を請求します。 

回線移転費用 

同一建物外へご移転の場合、発生します。 

1.基本額  50,000 円（税抜） 

平日の午前 9 時から午後 8 時の間および土曜日の午前 9 時から

午後 8 時の間に施工する工事において適応します。 

2．加算金 60,000 円（税抜き） 



 

 

平日の午後 8 時から午後 12 時の間および土曜日の午後 8 時

から午後 12 時の間に施工する工事において適応します。 

3．その他の時間帯における工事については、別途、定義します。 

 

但し、移転先、移転元建物によって、別途費用が発生し実費費用

をいただく場合があります。また、申し込みを受け付け出来ない場

合があります。 

回線終端装置移転費用 

同一建物内へご移転の場合、発生します。 

1.基本額  35,000 円（税抜） 

 平日の午前 9 時から午後 8 時の間および土曜日の午前 9 時から

午後 8 時の間に施工する工事において適応します。 

2．加算金 60,000 円（税抜き） 

平日の午後 8 時から午後 12 時の間および土曜日の午後 8 時

から午後 12 時の間に施工する工事において適応します。 

3．その他の時間帯における工事については、別途、定義します。 

 

但し、建物によって、別途費用が発生し実費費用をいただく場合が

あります。 

同 IP 移転費用 

オプションの固定 IPアドレスの同 IP移転を希望される場合には以下

の費用が発生します。 

１． 平日の午前 9 時から午後 8 時の間に施工する工事においては、

15,000 円（税抜き）を請求します。 

２． 平日の午後 8 時から午後 12 時の間、土曜日の午前 9 時から午

後 12 時の間および日曜日の午前 9 時から午後 12 時の間に施

工する工事においては、35,000 円（税抜き）を請求します。 

 

なお、本工事の実施において、固定 IP アドレスオプションにおける最

低利用期間は、引き継がれず、新たに設定されます。 

タイプ変更費用 

サービス開始日以降、タイプ変更をする場合に以下の費用が発生し

ます。 

7,000 円（税抜） 

但し、最低利用期間内において、変更前のタイプの利用料金より、変

更後のタイプの利用料金が下回る場合には、変更前の当該タイプの

利用料金と変更後の当該タイプの利用料金との差額に、変更前の当

該タイプの残余期間を乗じた額をタイプ変更費用と合わせて支払うこ

とにより、実施可能とします。 

申込キャンセル料 

申込み後、サービス開始日の 5 営業日前までに申込みの撤回等が

あった場合に以下の費用が発生します。 

35,000 円（税抜） 

機器損害金 

提供機器を紛失、破損した場合、及びご解約後一定期間経過後も返

却いただけない場合に以下の費用が発生します。 

6,000 円（税抜） 

 

 （3） 第３種ＩＰ通信網サービスに適用する工事費 

１の工事ごとに 

区 分 工事費の額 

配線工事費 実費 

端末回線の冗長化に係る設定工事費 50,000 円（税抜） 

 

 （4） 第５種ＩＰ通信網サービスに適用する工事費 

 

第５種 IP通信網契約に係る工事費は、基本工事費と施工した工事に係る交換機等工事費、回線終端装

置工事費、屋内配線工事費、機器工事費、回線開通工事費、移転の場合の工事費、及び時刻指定工



 

 

事費を合算して算定します。別棟配線等の場合の屋内配線工事費、割増工事費及び特殊な工事、危険

が伴う工事など設置場所等に依存した工事に関しては、別途実費費用をいただく場合があります。 

なお、工事費を減額及び除外等する場合があります。 

 

 

Ⅰ．第５種ＩＰ通信網サービスの適用 

 

Ａ 基本工事費の適用 

基本工事費について、回線終端装置工事、配線工事及び機器工事に関する工事費の額の合計額が

29,000 円（税抜）までの場合は基本額のみを適用し、29,000 円（税抜）を超える場合は、29,000 円（税抜）

までごとに加算額を計算し、基本額にその額を加算して適用します。 

１の者からの申込み又は請求により同時に２つ以上の工事を施工する場合は、それらの工事を１の工

事とみなして、基本工事費を適用します。 

 

Ｂ 交換機等工事費、回線終端装置工事費、屋内配線工事費及び機器工事費の適用 

区分 交換機等工事費等の適用 

ア 交換機等工事費 ＩＰ通信網サービス取扱所の交換設備又は主配線盤等において工事を要

する場合に適用 

イ 回線終端装置工事費 回線終端装置の工事を要する場合に適用 

ウ 屋内配線工事費 次の配線の工事を要する場合に適用 

（ア） 特定加入契約回線の一端からジャック又はローゼット（ジャック又は

ローゼットが配置されない場合は宅内機器とします。（以下この欄に

おいて同じとします。）までの間の配線 

（イ） １のジャック又はローゼットから他のジャック又はローゼットまでの間

の配線 

エ 機器工事費 当社が提供する宅内機器の工事を要する場合に適用 

 

C 回線開通工事費 

区分 工事費の額 

設定工事費 

新規契約料に係るもの 

3,800 円（税抜） 

設定工事費 

転用契約料に係るもの 

4,800 円（税抜） 

備考 

１ 別記 15（４）ア又はイに定める特定協定事業者の契約者が、当社の提供する第５種ＩＰ通信網

サービスに契約を変更することを転用といいます。 

２ 開通工事に伴う調整に関する費用（開通工事調整費用とします。）について、別途請求するこ

とがあります。 

 

D 移転の場合の工事費の適用 

移転の場合の工事費は、移転先の取付けに関する工事について適用します。 

 

E 別棟配線等の場合の屋内配線工事費の適用 

次の工事を行った場合の屋内配線工事費の額については、２（工事費の額）の規定にかかわらず、別に

算定する実費とします。 

ア 別棟との間の配線工事 

 

F 割増工事費の適用 

ア 当社は、ＩＰ通信網契約者からその特定加入契約回線の設置若しくは移転、品目若しくは細目の変更

又は無線ＬＡＮ対応型ルータ機能付回線接続装置（基本装置に限ります。）の設置若しくは廃止に関

する工事（その特定加入契約回線又はその端末設備の工事に係る基本工事費及び交換機等工事

費の合計額が 2,000 円（税抜）であるものを除きます。）を土曜日、日曜日及び祝日（国民の祝日に関

する法律（昭和 23 年法律第 178 号）の規定により休日とされた日並びに１月２日、１月３日及び 12月

29 日から 12 月 31 日までの日をいいます。）に行ってほしい旨の申出があった場合であって、その申



 

 

出を当社が承諾した場合、その工事に関する工事費の合計額に、１の工事ごとに 3,000 円（税抜）を

加算して適用します。 

イ 次表に規定する時間帯での施工を指定する申込み又は請求があった場合の工事費の額（アに規定

する加算額を除きます。）は、２（工事費の額）の規定にかかわらず、次表に規定する額を適用しま

す。 

工事を施工する時間帯 割増工事費の額 

（ア） 午後５時から午後 10 時まで 

（１月１日から１月３日まで及び 12 月 29 日から 12

月 31 日までの日にあっては、午前８時 30 分から

午後 10 時までとします。） 

その工事に関する工事費の合計額から 1,000 円

（税抜）を差し引いて 1.3 倍を乗じた額に 1,000 円

（税抜）を加算した額 

（イ）午後 10 時から翌日の午前８時 30 分まで その工事に関する工事費の合計額から 1,000 円

（税抜）を差し引いて 1.6 を乗じた額に 1,000 円（税

抜）を加算した額 

 

G 時刻指定工事費の適用 

ア ＩＰ通信網契約者から時刻指定工事費を支払うことを条件にそのＩＰ通信網契約者が指定する時刻

（当社が別に定める時刻に限ります。以下、「指定時刻」といいます。）に工事（交換機等工事のみの

場合を除きます。）を行ってほしい旨の申出があった場合であって、当社が指定時刻にその工事を行

う場所に到着したとき（その申出をしたＩＰ通信網契約者の責により当社が指定時刻にその工事を行

う場所に到着できなかった場合を含みます。）は、１の指定する時刻ごとに次表に規定する額を適用

します。ただし、当社の責に帰すべき事由によりその工事が完了しなかった場合は、この限りではあ

りません。 

指定時刻 工事費の額 

午前９時から午後４時まで 11,000 円（税抜） 

午後５時から午後９時まで 18,000 円（税抜） 

午後 10 時から翌日の午前８時 28,000 円（税抜） 

 

イ １の者からの請求により同時に２以上の工事を施工する場合は、それらの工事を１の工事とみなして、

時刻指定工事を適用します。 

ウ 当社は、当社が指定時刻に到着しなかったことに伴い発生する損害については、責任を負いませ

ん。 

 

H 工事費の減額適用 

当社は、Ⅱ（第５種 IP 通信網契約に係る工事費の額）の規定に係らず、工事の態様等を勘案して、その

工事費の額を減額して適用することがあります。 

 

I 工事費の適用除外 

次の場合については、Ⅱ（第５種 IP 通信網契約に係る工事費の額）の規定に係らず、工事費を適用しま

せん。 

ア 配線設備多重装置の種類を変更する場合（最大50Mb/sまでの伝送速度による通信が可能なものか

ら、最大 100Mb/s までの伝送速度による通信が可能なものへ変更する場合に限ります。）の工事 

イ 細目がⅡ―１型のものに係るＩＰｖ６通信の利用の開始に係る工事であって、その特定加入契約回線

に関する工事と同時に施工するもの 

ウ 無線ＬＡＮ対応型ルータ機能付回線接続装置（基本装置に限ります。）の設置若しくは廃止に係る工

事であって、その特定加入契約回線に関する工事と同時に施工するもの（交換機等工事に限ります） 

 

Ⅱ．第５種 IP 通信網契約に係る工事費の額 

工事費に関する金額等について下記表に定める。 

 

A 特定加入契約回線の設置若しくは移転、品目若しくは細目（保守の態様による細目を除きます。）の

変更、端末設備の設置若しくは移転、無線 LAN 対応型ルータ機能付回線接続装置（基本装置に限りま

す。）の設置若しくは廃止、回線相互接続に関する仕事、付加機能の利用開始又はその他契約内容の

変更に関する工事 

区分 単位 工事費の額 



 

 

ア 基本工事費 （ア) （イ）以外の場合 １の工事ごとに 

 

基本額 

加算額 

 

 

4,500 円（税抜） 

3,500 円（税抜） 

（イ） 交換機等工事のみの場合 １の工事ごとに 1,000 円（税抜） 

イ 交換機等工事

費 

（ア） （イ）から（ク）以外の仕事 １特定加入契約回

線ごとに 

1,000 円（税抜） 

（イ) セッション解除機能に関する工事

の場合 

１の工事ごとに 1,000 円（税抜） 

（ウ) 無線アクセス機能に関する工事 １無線契約者識別

符号までごとに 

1,000 円（税抜） 

（エ) 同時通信可能着信先数追加機能

に関する工事の場合 

１特定加入契約回

線ごとに 

1,000 円（税抜） 

（オ) 発信者番号通知機能に関する工

事の場合（（ア）の工事と同時に施行す

る場合を除きます。） 

１特定加入契約回

線ごとに 

1,000 円（税抜） 

（カ） 発信者番号等受信機能に関する

工事の場合 

１特定加入契約回

線ごとに 

1,000 円（税抜） 

（キ） 帯域確保機能に関する工事の場

合 

１特定加入契約回

線ごとに 

1,000 円（税抜） 

（ク） 電力使用量表示機能に関する工

事の場合 

１特定加入契約回

線ごとに 

1,000 円（税抜） 

ウ 回線終端装置

工事費 

屋内配線設備の部分 １配線ごとに 10,400 円（税抜） 

回線終端装置の部分 １装置ごとに 2,100 円（税抜） 

エ 機器工事費 （ア） 回線接続装置であって（イ）以外

のもの 

実費 

（イ） 配線設備多重装置 １の工事ごとに 14,400 円（税抜） 

備考 

回線終端装置の配線の交換のみにより施工される回線終端装置の工事（当社が別に定める場合

に限ります。）の場合は、その交換に要した費用を IP 通信網契約者に支払っていただきます。 

 

B 利用の一時中断に関する工事 

区分 単位 工事費の額 

ア 利用の一時中

断の工事 

（ア） 基本工事費 １の工事ごとに 1,000 円（税抜） 

（イ） 交換機等工

事費 

① ②から⑥以外

の場合 

１特定加入契約回

線ごとに 

1,000 円（税抜） 

② 無線アクセス

機能に関する工事

の場合 

１無線契約者識別

符号までごとに 

1,000 円（税抜） 

③ 同時通信可能

着信先数追加機

能に関する工事の

場合 

１特定加入契約回

線ごとに 

1,000 円（税抜） 

④ 発信者番号通

知機能に関する工

事の場合 

１特定加入契約回

線ごとに 

1,000 円（税抜） 

⑤ 発信者番号等

受信機能に関する

工事の場合 

１特定加入契約回

線ごとに 

1,000 円（税抜） 

⑥ 帯域確保機能

に関する工事の場

合 

１特定加入契約回

線ごとに 

1,000 円（税抜） 

イ 再利用の工事  （１）の工事費の額



 

 

と同額 

 

C 第５種 IP 通信網契約に係る工事費の割引 

当社は、契約の申込者から、申出があったときは、次のとおり規定する選択制による工事費の割引を適

用します。 

（１） 定義等 

ア 「工事費の割引」とは、第５種 IP 通信網契約に規定するメニュー１及びメニュー２に係るＩＰ通信網契

約の申込者又は第５種ＩＰ通信網契約者の選択により、その特定加入契約回線の設置、移転（当社が別

に定める場合を除きます。）、品目等の変更（特定加入契約回線の移転の工事を伴うものを除きます。）、

無線ＬＡＮ対応型ルータ機能付回線接続装置（基本装置に限ります。）の設置若しくは廃止（特定加入契

約回線の移転の工事を伴うものを除きます。）又は別記 15（４）ア又はイに定める特定協定事業者が提

供する端末設備（配線設備多重装置に限ります。以下この項において同じとします。）の移転に関する工

事（以下この項において「割引対象工事」といいます。）の費用について、「Ⅱ．第５種 IP 通信網契約に係

る工事費の額」に規定する工事費の合計額から次に掲げる額を減額して適用することをいいます。 

 （ア） 第５種 IP 通信網契約に規定するメニュー１における割引対象工事について、屋内配線設備の部

分に係る工事を伴うものに係る工事の場合は、6,000 円（税抜） 

 （イ） 第５種 IP 通信網契約に規定するメニュー２における割引対象工事について、屋内配線設備の部

分に係る工事を伴うもの又は配線設備多重装置の設置若しくは移転を伴うものに係る工事の場合は、

9,000 円(税抜) 

 （ウ） (ア)及び(イ)以外の場合は、2,000 円(税抜) 

イ ＩＰ通信網契約者等は、割引対象工事を行う日までに、アに規定する工事費の割引を選択する申出

を行っていただきます。 

ウ この割引の適用を受けるものは、平成27年９月30日（当社により期間を延長する場合があります。）

までに割引対象工事を行ったものに限ります。 

 

（２） 承諾 

当社は、この割引を選択する申出があったときは、その申出のあったＩＰ通信網契約が次の各号に該当

するものである場合に限り、これを承諾します。 

ア その割引対象工事に係る基本工事費及び交換機等工事費の合計額が 2,000 円（税抜）とならないも

の 

イ その特定加入契約回線に係る割引対象工事を行う日に別記 15（４）ア又はイに定める料金表第１表

第１類第１の１に規定する学校に限定した割引の適用を受けていないもの 

ウ 平成 27 年２月１日から平成 27 年３月 31 日（当社により期間を延長する場合があります。）までの間

に申込みがあったもの 

 

（３） 割引の適用 

イ 無線ＬＡＮ対応型ルータ機能付回線接続装置の廃止に関する工事において、当社が別に定めるもの

の適用を受ける場合は、この割引を適用しません。 

 

 

第４ 最低利用期間内に契約の解除等があった場合の料金 

１ 適応 

最低利用期間内に契約の解除等があった場合の料金は、次のとおりとします。 

種別 内容 

最低利用期間内の契約解除

料 

最低利用期間内にＩＰ通信網サービスの契約の解除を行った際にか

かる解除手数料 

 

２ 料金額 

（１） 第 1 種 IP 通信網契約、第２種 IP 通信網契約、第３種 IP 通信網契約、第５種 IP 通信網契約に

係わるもの 

１の契約解除ごとに 

区分 最低利用期間内の契約解除料の額 

最低利用期間内の契約解除料 料金表 通則に定めた額 

 



 

 

（２）第４種 IP 通信網契約に係わるもの 

１の契約解除ごとに 

区分 最低利用期間内の契約解除料の額 

最低利用期間内の契約解除料 9,500 円（税抜） 

 

 

第５ 附帯サービスに関する料金 

１ 適用 

 附帯サービスに関する料金の適用については、別記13（ＩＰアドレスに係る申請手続の代行等）の規定及

び本表に定めるとおりとします。 

 

２ 別記 13 に係る料金額 

（1） ＩＰアドレス登録手数料 

区 分 単 位 手数料の額 

登録料 １の登録ごとに 無料 

     *ＪＰＮＩＣ等への登録料を含みます。 

 

３ その他付帯サービスに係る料金額 

（１）第 1 種サービスの保守一元サービスに係る受付の代行について 

区 分 単 位 料金額 

保守一元サービスに係る料

金 

１の契約者回線ごとに月額 1.500 円（税抜） 

適用 

１．当社は第 1 種 IP 通信網契約者から請求があったとき、その第１種 IP 通信網契約に係る特定協

定事業者の提供する契約者回線の故障等に係る保守一元サービス（契約者が特定協定事業

者へ修理の請求等を行うものを当社が一元的に取次ぎ、代行して行うものをいいます。）を提供

します。 

２．特定協定事業者の提供する契約者回線（ＤＳＬ回線又は光アクセス回線）の修理、復旧の対応

時間は、契約者と特定協定事業者との契約（保守の態様による細目）によります。 

３．上記規定にかかわらず、特定事業者が決定する方針の変更その他外部条件の変化等により、

料金額、その他条件を変更することがあります。 

 

（２）第 2 種 IP 通信網サービス NURO アクセス品目における NURO アクセス固定 IPv4 アドレス付与サー

ビスについて 

マスク IPv4 アドレス数 基本月額料金 

/30 4 6,000 円（税抜） 

/29 8 10,000 円（税抜） 

/28 16 30,000 円（税抜） 

/27 32 60,000 円（税抜） 

適応 

１. 当社は、第 2 種 IP 通信網サービスの NURO アクセス品目を契約の第 2 種 IP 通信網契約者に対

して、NURO アクセス固定 IPv4 アドレス付与サービスの利用申し込み時に申請された区域および

タイプに対応する固定 IPv4 アドレスを JPNIC 等が定めるルールに従い、割当てます。なお、別途

定める場合を除き、提供区域またはタイプを変更される場合は、割当した固定 IPv4 アドレスも変

更になります。 

２. NURO アクセス固定 IPv4 アドレス付与サービス契約者は、NURO アクセス固定 IPv4 アドレス付与

サービスを解約する場合は、当社が定めたルールに従い、取得した NURO アクセス固定 IPv4 ア

ドレスを返却するものとします。 

３. 当社は、NURO アクセス固定 IPv4 アドレス付与サービスの運営上の理由により、NURO アクセス



 

 

固定 IPv4 アドレス付与サービス契約者に提供する NURO アクセス固定 IPv4 アドレスを変更でき

るものとします。NURO アクセス固定 IPv4 アドレスの変更は、事前に当社が適当と判断する方法

で NURO アクセス固定 IPv4 アドレス付与サービス契約者に通知するものとし、NURO アクセス固

定 IPv4アドレス付与サービス契約者はネットワーク設備を自己の費用と責任において変更するも

のとします。 

４．NURO アクセス固定 IPv4 アドレス付与サービス契約者の希望により、提供エリア、ご利用接続コ

ース、固定 IPv4 アドレス数等の変更を行う場合についての注意事項等については、別途定める

本サービスに関する諸規定により、NUROアクセス固定 IPv4アドレス付与サービス契約者に提示

されるものとします。なお、変更手数料として 7,000 円（税抜）、設定工事費を請求します。 

５．本サービスの最低利用期間は 1 年間とします。最低利用期間に係る規定は、第 68 条（最低利

用期間）を適応します。 

６．その他の本サービスに関する規定については、第 2 種 IP 通信網契約の規定および当社が別途

Web 等で定める規定を適応します。 

７．NURO アクセス固定 IPv4 アドレス付与サービス契約者の希望により、固定 IPv4 アドレスの逆引き

DNS の設定変更を行う場合には、当社が定めたルールに従い、申し込みを行い変更するものと

します。なお、1 の申込毎に設定変更作業費として 500 円（税抜）を請求します。 

 



 

 

附 則 

（実施期日） 

 この約款は、平成 12 年７月 1 日から実施します。 

 

  附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 12 年 8 月 1 日から実施します。 

 

  附 則 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 12 年 11 月 1 日から実施します。 

（経過規定） 

２ この改正規定実施の際、この改正規定による改正前の約款（以下「改正前約款」といいます。）に規定する

第３種総合ＩＰ通信網サービスは、この改正規定実施の日において、この改正規定による改正後の約款

（以下「改正後約款」といいます。）に規定する第３種総合ＩＰ通信網サービス（専用型）とみなします。 

３ この改正規定実施前に支払い、又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金その他の債

務については、なお従前のとおりとします。 

４ この改正規定実施前にその事由が生じた電気通信サービスに関する損害賠償の取扱いについては、な

お従前のとおりとします。 

５ この改正規定実施前に、改正前約款の規定により行った手続きその他の行為は、この附則に規定するも

ののほか、改正後規定にこれに相当する規定があるときは、改正後規定の規定に基づき行ったものとみ

なします。 

 

  附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 13 年 2 月 22 日から実施します。 

 

  附 則 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 13 年 3 月 1 日から実施します。 

（経過規定） 

２ この改正規定実施前に支払い、又は支払わなければならなかった工事に関する費用、附帯サービスに関

する料金、その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

３ この改正規定実施前に、改正前約款の規定により行った手続きその他の行為は、この附則に規定するも

ののほか、改正後規定にこれに相当する規定があるときは、改正後規定の規定に基づき行ったものとみ

なします。 

 

  附 則 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 13 年 4 月 1 日から実施します。 

（経過規定） 

２ この改正規定実施前に支払い、又は支払わなければならなかった工事に関する費用、その他の債務につ

いては、なお従前のとおりとします。 

３ この改正規定実施前に、改正前約款の規定により行った手続きその他の行為は、改正前規定の規定に

基づき行ったものとみなします。 

 

  附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 13 年 7 月 1 日から実施します。 

 

  附 則 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 13 年 9 月 1 日から実施します。 

（経過規定） 



 

 

２ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により第５種ＩＰ通信網サービスの提供を受けている第５種ＩＰ

通信網契約者は、この改正規定実施の日において、改正後の規定による第５種ＩＰ通信網サービス（タイ

プ２）の提供を受けている第５種契約者とみなして取り扱います。 

３ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により臨時第５種ＩＰ通信網サービスの提供を受けている臨時

第５種ＩＰ通信網契約者は、この改正規定実施の日において、改正後の規定による第５種ＩＰ通信網サービ

ス（タイプ１（プラン２に係るものに限ります。））の提供を受けている臨時第５種ＩＰ通信網契約者とみなして

取り扱います。 

４ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金その他の債務

については、なお従前のとおりとします。 

５ この改正規定実施前に、その事由が生じた電気通信サービスに関する損害賠償の取扱いについては、な

お従前のとおりとします。 

 

  附 則 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 13 年 9 月 7 日から実施します。 

（経過規定） 

２ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により第２種ＩＰ通信網サービスの提供を受けている第２種ＩＰ

通信網契約者は、この改正規定実施の日において、改正後の規定による第２種ＩＰ通信網サービスＤＳＬ

回線の終端への伝送方向と他の伝送方向の符号伝送の最大速度が異なるもの（プラン１に係るものに限

ります。）の提供を受けている第２種契約者とみなして取り扱います。 

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金その他の債務

については、なお従前のとおりとします。 

４ この改正規定実施前に、その事由が生じた電気通信サービスに関する損害賠償の取扱いについては、な

お従前のとおりとします。 

 

 

  附 則 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 13 年 12 月 1 日から実施します。 

（経過規定） 

２ この改正規定実施の前に、第１種ＩＰ通信網サービス及び第２種ＩＰ通信網サービスに係るサービス提供地

域の一部又は全部において、当社の業務上やむを得ない理由により，当該改正に係る符号伝送速度変

更の工事を行います。この場合、工事の完了したサービス提供地域に係る第 1 種契約及び第２種契約に

ついては、実施期日の前においても、工事の完了した日の翌日から改定規定を実施します。 

 

  附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 13 年 11 月 15 日から実施します。 

 

  附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 14 年 1 月 24 日から実施します。 

 

  附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 14 年 2 月 1 日から実施します。 

 

  附 則 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 14 年 4 月 1 日から実施します。 

（経過規定） 

２ この改正規定実施前に支払い、又は支払わなければならなかった工事に関する費用、その他の債務につ

いては、なお従前のとおりとします。 

３ この改正規定実施前に、改正前約款の規定により行った手続きその他の行為は、改正前規定の規定に



 

 

基づき行ったものとみなします。 

 

  附 則 

（実施期日） 

この改正規定は、平成 14 年 4 月 24 日から実施します。 

 

  附 則 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 14 年 5 月 8 日から実施します。 

（経過規定） 

２ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により第２種ＩＰ通信網サービスＤＳＬ回線の終端への伝送方

向と他の伝送方向の符号伝送の最大速度が同じもの（プラン２に係るものに限ります。）の提供を受けて

いる第２種ＩＰ通信網契約者は、この改正規定実施の日において、改正後の規定による第２種ＩＰ通信網サ

ービスＤＳＬ回線の終端への伝送方向と他の伝送方向の符号伝送の最大速度が同じもの（品目が

512Kbit/s のものであってプラン１に係るものに限ります。）の第２種契約者とみなして取り扱います。 

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金その他の債務

については、なお従前のとおりとします。 

４ この改正規定実施前に、その事由が生じた電気通信サービスに関する損害賠償の取扱いについては、な

お従前のとおりとします。 

 

  附 則 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 14 年 7 月 8 日から実施します。 

 

  附 則 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 14 年 9 月 12 日から実施します。 

（経過規定） 

２ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により提供を受けている第２種ＩＰ通信網契約者は、この改正

規定実施の日において、改正後の規定による第２種ＩＰ通信網サービスの料金表第１定額利用料１適用

（2）２ ア（ＤＳＬ回線の細目による区別）で定めるタイプ１の第２種契約者とみなして取り扱います。 

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金その他の債務

については、なお従前のとおりとします。 

４ この改正規定実施前に、その事由が生じた電気通信サービスに関する損害賠償の取扱いについては、な

お従前のとおりとします。 

 

  附 則 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 14 年 10 月 3 日から実施します。 

 

  附 則 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 14 年 12 月 20 日から実施します。 

 

  附 則 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 15 年 2 月 3 日から実施します。 

 

 附 則 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 15 年 5 月 12 日から実施します。 

２ この改正規定実施の際現に、改正前の規定の第１ 定額利用料 １ 適用（2）第２種ＩＰ通信網サービスに

係る料金の適用、２通信の態様による細目 イＩＰアドレス数による区別に定めるプラン２により提供を受け

ている第２種ＩＰ通信網契約者は、この改正規定実施の日において、改正後の規定によるプラン３、プラン



 

 

３により提供を受けている第２種ＩＰ通信網契約者は、この改正規定実施の日において、改正後の規定に

よるプラン４とみなして取り扱います。 

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金その他の債務

については、なお従前のとおりとします。 

４ この改正規定実施前に、その事由が生じた電気通信サービスに関する損害賠償の取扱いについては、な

お従前のとおりとします。 

 

 附 則 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 15 年 7 月 23 日から実施します。 

 

 附 則 

（実施期日） 

１ この改正規定は、速やかに実施します。 

（経過規定） 

２ この改正規定実施の際現に、改正前の規定の第１定額利用料 １適用（6）第１種ＩＰ通信網サービスに係

る料金の適用、２通信の態様による細目 イＩＰアドレス数による区別に定めるプラン１により提供を受けて

いる第１種ＩＰ通信網契約者は改正後の規定によるプラン２、プラン２により提供を受けている第１種ＩＰ通

信網契約者は改正後の規定によるプラン３、プラン３により提供を受けている第１種ＩＰ通信網契約者は改

正後の規定によるプラン４、プラン４により提供を受けている第１種ＩＰ通信網契約者は改正後の規定によ

るプラン５とみなして、この改正規定実施の日より取り扱います。 

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金その他の債務

については、なお従前のとおりとします。 

４ この改正規定実施前に、その事由が生じた電気通信サービスに関する損害賠償の取扱いについては、な

お従前のとおりとします。 

 

附 則 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 15 年 9 月 16 日から実施します。 

（経過規定） 

２ この改正規定実施の際現に、改正前の規定の第１定額利用料 １適用（6）第１種ＩＰ通信網サービスに係

る料金の適用により提供を受けている第１種ＩＰ通信網契約者は改正後の規定によるメニュー１とみなして、

この改正規定実施の日より取り扱います。 

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金その他の債務

については、なお従前のとおりとします。 

４ この改正規定実施前に、その事由が生じた電気通信サービスに関する損害賠償の取扱いについては、な

お従前のとおりとします。 

 

 附 則 

（実施期日） 

１ この改正規定は、届出期間終了後、速やかに実施します。 

（経過規定） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金その他の債務

については、なお従前のとおりとします。 

３ この改正規定実施前に、その事由が生じた電気通信サービスに関する損害賠償の取扱いについては、な

お従前のとおりとします。 

 

 附 則 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 16 年 2 月 2 日から実施します。 

（経過規定） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金その他の債務

については、なお従前のとおりとします。 

３ この改正規定実施前に、その事由が生じた電気通信サービスに関する損害賠償の取扱いについては、な



 

 

お従前のとおりとします。 

 

 附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 16 年 5 月 6 日から実施します。 

 

 附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 16 年 5 月 31 日から実施します。 

 

 附 則 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 16 年 6 月 1 日から実施します。 

（経過規定） 

２ この改正規定実施の際現に、この改正規定による改正前の約款に規定する下表の左欄のＩＰ通信網サー

ビスは、この改正規定実施の日において、この改正規定による改正後の約款に規定する下表の右欄のＩＰ

通信網サービスとみなします。 

改正前 改正後 

第５種ＩＰ通信網サービス 第２種ＩＰ通信網サービス 

第６種ＩＰ通信網サービス 第５種ＩＰ通信網サービス 

第７種ＩＰ通信網サービス 第１種ＩＰ通信網サービス 

（料金等の支払に関する経過措置） 

３ この改正規定実施前に支払い、又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金その他の債

務については、なお従前のとおりとします。 

（損害賠償に関する経過措置） 

４ この改正規定実施前にその事由が生じた電気通信サービスに関する損害賠償の取扱いについては、な

お従前のとおりとします。 

 

 附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 17 年 4 月 1 日から実施します。 

 

 附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 17 年 5 月 10 日から実施します。 

 

 附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 18 年 5 月 15 日から実施します。 

 

 附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 19 年 3 月 1 日から実施します。 

 

 附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 19 年 11 月 1 日から実施します。 

 

 附 則 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 20 年 2 月 8 日から実施します。 

（経過措置） 

２ 当社が改正前の約款（以下「改正前約款」といいます。）の規定で締結している次表の契約は、この改正

規定実施の日において、それぞれ同表の右欄の契約とみなして取り扱います。右欄の契約にかかる細目



 

 

等については、本附則の３に規定するするものとします。 

 

第２種ＩＰ通信網サービス 

A. ＤＳＬ回線の終端への伝送方向と他の伝送方向

の符号伝送の最大速度が同じもの 

1.5Mbit/s タイプ１（商品名：） 

512Kbit/s タイプ１（商品名：） 

 

B.ＤＳＬ回線の終端への伝送方向と他の伝送方向

の符号伝送の最大速度が異なるもの 

 1.5Mbit/s タイプ１（商品名：） 

 10Mbit/s タイプ１（商品名：） 

 8Mbit/s タイプ２（商品名：） 

 

旧第２種ＩＰ通信網サービス 

A. ＤＳＬ回線の終端への伝送方向と他の伝送方向

の符号伝送の最大速度が同じもの 

1.5Mbit/s タイプ１（商品名：） 

512Kbit/s タイプ１（商品名：） 

 

B.ＤＳＬ回線の終端への伝送方向と他の伝送方向

の符号伝送の最大速度が異なるもの 

 1.5Mbit/s タイプ１（商品名：） 

 10Mbit/s タイプ１（商品名：） 

 8Mbit/s タイプ２（商品名：） 

 

 

３ 旧第２種ＩＰ通信網サービスの料金の適用、料金額等については以下の通りとします。 

（１）料金の適用 

旧第２種ＩＰ通信網サービスに係る料金の適用については、第 44 条（定額利用料の支払義務）及び第 46 条

工事費の支払義務）の規定によるほか、次のとおりとします 

料金の適用 

  

旧第２種ＩＰ通

信網サー

ビ スに 係

る料金の

適用 

当社は、旧第２種ＩＰ通信網サービスに係る料金額を適用するにあたって、下表のと

おり品目を設定します。 

次表のとおり品目及び通信の態様による細目を定めます。 

 

１．品目 

（１）ＤＳＬ回線に係るもの 

A. ＤＳＬ回線の終端への伝送方向と他の伝送方向の符号伝送の最大速度が同じ

もの 

  品 目 内 容  

  1.5Mbit/s 最大 1.536Mbit/s までの符号伝送が可能なもの  

  512Kbit/s 最大 512kbit/s までの符号伝送が可能なもの  

  備考 

ア 当社は、当社の提供区間とＤＳＬ回線に係る協定事業者の提供区間を合

せて、旧第２種契約に係る定額利用料を設定します。 

イ 旧第２種ＩＰ通信網サービスに係る通信は、利用回線等の終端、相互接続

点、及びその他当社が必要により設置する電気通信設備との間で行うこと

ができます。この場合において、当社は、相互接続点を介して接続してい

る電気通信設備に係る通信の品質を保証しません。 

 

  

 B.ＤＳＬ回線の終端への伝送方向と他の伝送方向の符号伝送の最大速度が異なる

もの 

  品 目 内 容  

  10Mbit/s ＤＳＬ回線の終端への伝送方向については最大 10.592Mbit/s

まで、他の伝送方向については最大 1.024Mbit/s までの符

号伝送が可能なもの 

 

  8Mbit/s ＤＳＬ回線の終端への伝送方向については最大 8.064Mbit/s

まで、他の伝送方向については最大 1.024Mbit/s までの符

号伝送が可能なもの 

 

  1.5Mbit/s ＤＳＬ回線の終端への伝送方向については最大 1.536Mbit/s

まで、他の伝送方向については最大 512Kbit/sまでの符号

伝送が可能なもの 

 



 

 

  備考 

ア 当社は、当社の提供区間とＤＳＬ回線に係る協定事業者の提供区間を合

せて、旧第２種契約に係る定額利用料を設定します。 

イ 旧第２種ＩＰ通信網サービスに係る通信は、利用回線等の終端、相互接続

点、及びその他当社が必要により設置する電気通信設備との間で行うこと

ができます。この場合において、当社は、相互接続点を介して接続してい

る電気通信設備に係る通信の品質を保証しません。 

 

  

  

２ 通信の態様による細目 

１項で定める品目について以下の区分を設けます 

ア 契約者回線の細目による区別 

  区分 内容  

  タイプ１ 

 

アッカネットワークスとの相互接続協定書等に基づき当社

が提供条件を定め提供するもの 

 

  タイプ２ 

 

イー・アクセスとの相互接続協定書等に基づき当社が提

供条件を定め提供するもの 

 

  

 イ ＩＰアドレス数による区別 

  区 分 内 容  

  ア．プラン１ ＩＰアドレスを１個に限り提供するもの  

  イ．プラン２ ＩＰアドレスを８個に限り提供するもの  

  ウ．プラン３ ＩＰアドレスを１６個に限り提供するもの  

  エ．プラン４ イ、ウ、エ以外のもの  

  

 

（２）月額利用料 

   ａ ＤＳＬ回線の終端への伝送方向と他の伝送方向の符号伝送の最大速度が同じもの 

１ＤＳＬ回線ごとに月額 

区分 料金額 

1.5Mbit/s タイプ 1 プラン４ 電話非重畳型 79,800 円（税抜） 

512Kbit/s タイプ 1 プラン３ 電話重畳型 31,600 円（税抜） 

電話非重畳型 29,800 円（税抜） 

備考 

ア 電話重畳型のものは、協定事業者の契約約款又は料金表に規定するＤＳＬ等接続専用サービス

（利用回線型サービスのものに限ります。）に係るＤＳＬ回線を使用して行うものをいいます。 

イ 電話非重畳型のものは、協定事業者の契約約款又は料金表に規定するＤＳＬ等接続専用サービス

（契約者回線型サービスのものに限ります。）に係るＤＳＬ回線を使用して行うものをいいます。 

ウ．1.5Mbit/s については電話非重畳型に限り提供します。 

 

 

   ｂ ＤＳＬ回線の終端への伝送方向と他の伝送方向の符号伝送の最大速度が異なるもの 

１ＤＳＬ回線ごとに月額 

区分 料金額 

10Mbit/s タイプ 1 プラン２ 電話重畳型 49,200 円（税抜） 

   電話非重畳型 51,000 円（税抜） 

  プラン４ 電話重畳型 53,000 円（税抜） 

   電話非重畳型 54,800 円（税抜） 

8Mbit/s タイプ２ プラン１ 電話重畳型 18,200 円（税抜） 

   電話非重畳型 20,000 円（税抜） 

  プラン２ 電話重畳型 27,000 円（税抜） 

   電話非重畳型 28,800 円（税抜） 

1.5Mbit/s タイプ 1 プラン２ 電話重畳型 16,000 円（税抜） 



 

 

   電話非重畳型 17,800 円（税抜） 

  プラン４ 電話重畳型 48,000 円（税抜） 

   電話非重畳型 49,800 円（税抜） 

備考 

ア 電話重畳型のものは、協定事業者の契約約款又は料金表に規定するＤＳＬ等接続専用サービス

（利用回線型サービスのものに限ります。）に係るＤＳＬ回線を使用して行うものをいいます。 

イ 電話非重畳型のものは、協定事業者の契約約款又は料金表に規定するＤＳＬ等接続専用サービス

（契約者回線型サービスのものに限ります。）に係るＤＳＬ回線を使用して行うものをいいます。 

 

 （３） 工事費 

   A. ＤＳＬ回線に係るもの 

    ａ 回線開通工事に係るもの 

１の工事ごとに 

区 分 工事費の額 

ＤＳＬ回線の終端への伝送方向と他の伝送方向の符号伝送の

最大速度が同じもの（品目が 1.5Mbit/s のものに限ります。） 

53,500 円（税抜） 

ＤＳＬ回線の終端への伝送方向と他の伝送方向の符号伝送の

最大速度が違うもの（品目が 10Mbit/s 及び 8Mbit/s プラン４の

ものに限ります。） 

16,500 円（税抜） 

ＤＳＬ回線の終端への伝送方向と他の伝送方向の符号伝送の

最大速度が同じもの（品目が 512kbit/s のものに限ります。）及

びＤＳＬ回線の終端への伝送方向と他の伝送方向の符号伝送

の最大速度が違うもの（品目が 1.5Mbit/sプラン 1のものに限り

ます。） 

43,600 円（税抜） 

ＤＳＬ回線の終端への伝送方向と他の伝送方向の符号伝送の

最大速度が違うもの（品目が 8Mbit/s プラン３及び 1.5Mbit/s３

のものに限ります。） 

9,000 円（税抜） 

 

    ｂ ａ以外のもの 

１の工事ごとに 

区 分 工事費の額 

接続事業者調整工事費 800 円（税抜） 

回線調整工事費（基本） 10,900 円（税抜） 

回線調整工事費（回線収容替え作業） 8,600 円（税抜） 

回線調整工事費（ブリッジタップ外し作業） 9,700 円（税抜） 

保安器交換費 9,300 円（税抜） 

保安器交換費加算額 

（回線収容替えと同時工事の場合） 

4,800 円（税抜） 

保安器交換費加算額 

（ﾌﾞﾘｯｼﾞﾀｯﾌﾟ外しと同時工事の場合） 

4,800 円（税抜） 

ＤＳＬモデム設置派遣工事費 17,000 円（税抜） 

ＤＳＬモデム撤去派遣工事費 11,000 円（税抜） 

ＤＳＬモデム設定変更派遣工事費 11,000 円（税抜） 

ＤＳＬモデム変更費 実費 

ＤＳＬ回線変更手続費 3,000 円（税抜） 

宅内診断工事費 実費 

 

（４）旧第２種サービスの端末設備の故障等発生時に係る派遣対応について 

区 分 単 位 料金額 

派遣対応費 １の登録ごとに月額 2,000 円（税抜） 

適用 

１ 当社はイー・アクセスの回線を利用する旧第２種契約者の求めに応じ、イー・アクセス貸与する端

末設備（以下、DSLモデムという）の故障時に当社の判断により要員の派遣にて当該端末機器の



 

 

交換作業を行います。なお、作業実施の判断は当社が行うこととし、第２種契約者の宅内におけ

る問題、独自の設定に起因する作業等については実施しません。 

２ １を希望されるお客様はあらかじめ登録を要します。 

３ 当社は、工事派遣の要請その他の受付を当社の営業時間に受け付けます。 

４ 派遣対応は受付後、当社で実施判断を行い、速やかに行ないます。 

５ 工事派遣要請を受けた日の15時までに実施判断が出来た場合は当日中を目処に派遣を行いま

す。なお、実施判断が 15 時以降の場合は翌日の営業時間内の派遣を行うものとします。 

６ 上記規定に関わらず、特定協定事業者が決定する方針の変更その他外部条件の変化等によ

り、料金額、その他条件を変更することがあります。 

 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

５ この改正規定実施前に、改正前約款の規定により、支払い又は支払わなければならなかった電気通信サ

ービスの料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（損害賠償に関する経過措置） 

６ この改正規定実施前にその事由が生じた電気通信サービスに関する損害賠償の取扱いについては、なお

従前のとおりとします。 

７ その他の提供条件は、この約款に規定する第２種ＩＰ通信網サービスに関する提供条件に準ずるものとし

ます。 

 

 附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 20 年 2 月 8 日から実施します。 

 

 附 則 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 21 年 6 月 1 日から実施します。 

（経過措置） 

２ 当社が改正前の約款（以下「改正前約款」といいます。）の規定で締結している第 3種契約は、この改正規

定実施の日において、第 3 種契約にかかる通常契約みなして取り扱います。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

３ この改正規定実施前に、改正前約款の規定により、支払い又は支払わなければならなかった電気通信サ

ービスの料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（損害賠償に関する経過措置） 

４ この改正規定実施前にその事由が生じた電気通信サービスに関する損害賠償の取扱いについては、なお

従前のとおりとします。 

 

 附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 21 年 6 月 25 日から実施します。 

 

 附 則 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 21 年 8 月 3 日から実施します。 

（経過措置） 

２ 当社が改正前の約款（以下「改正前約款」といいます。）の規定で締結している附帯サービスのドメイン名

登録手数料、ドメイン名維持管理料の契約は、この改正規定実施の日において、ドメイン取得代行サービ

スの契約とみなして取り扱います。 

 

附 則 

（実施期日） 

１ この改正規定は、平成 21 年 9 月 1 日から実施します。 

（経過規定） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料金その他の債務

については、なお従前のとおりとします。 



 

 

３ この改正規定実施前に、その事由が生じた電気通信サービスに関する損害賠償の取扱いについては、な

お従前のとおりとします。 

４ この改正規定実施前に、改正前の本約款の規定により締結している当社との契約は、この改正実施の日

において、改正後の本約款の規定による当社との契約とみなします。 

 

 附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 22 年 4 月 1 日から実施します。 

 

 附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 22 年 10 月 1 日から実施します。 

 

 附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 22 年 11 月 1 日から実施します。 

 

附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 23 年 8 月 2 日から実施します。 

 

 附 則 

（実施期日） 

この改正規定は、平成 23 年 8 月 2 日から実施します。 

（経過措置） 

２ 当社が改正前の約款（以下「改正前約款」といいます。）の規定の第１定額利用料（１）第 1 種 IP 通信網に

係わるもの（エ）IP アドレス数による区分「プラン４」、「プラン５」により提供を受けている第１種 IP 通信網契

約は、この改正規定実施の日において、第１種 IP 通信網契約にかかる通常契約みなして取り扱います。 

（改正前約款 定額利用料の適応、定額利用料） 

３ 改正前約款 第１種ＩＰ通信網の定額利用料の適応、定額利用料は以下の通りとします。 

（１）改正前約款 第１種 IP 通信網に係わる料金の適応（エ）ＩＰアドレス数による区別 プラン４、プラン５の適

応 

プラン４ その第１種契約に係るＩＰアドレスの数が、３２個のもの 

プラン５ その第１種契約に係るＩＰアドレスの数が、６４個のもの 

（２）改正前約款 第１種 IP 通信網に係わる料金の適応（エ）ＩＰアドレス数による区別 プラン４、プラン５の定

額利用料 

タイプ１ プラン４ 156,000 円（税抜） 

タイプ１ プラン５ 186,000 円（税抜） 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

４ この改正規定実施前に、改正前約款の規定により、支払い又は支払わなければならなかった電気通信サ

ービスの料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（損害賠償に関する経過措置） 

５ この改正規定実施前にその事由が生じた電気通信サービスに関する損害賠償の取扱いについては、なお

従前のとおりとします。 

 

 附 則 

（実施期日） 

この改正規定は、平成 23 年 8 月 2 日から実施します。 

（経過措置） 

２ この改正規定実施の際現に、この改正規定による改正前の約款（以下「改正前約款」といいます。）の第１

種ＩＰ通信網の利用回線の細目による区分「光アクセスメニュー」で規定していた下表の左欄（改定前）の

光アクセスメニューの細目による区分、IP アドレス数による区分は、この改正規定実施の日において、こ

の改正規定による改正後の約款の第１種ＩＰ通信網サービスの利用回線の細目による区分「光アクセスメ

ニュー」に規定する下表の右欄（改定後）のＩＰバージョンの細目による区別、光アクセスメニューの細目に



 

 

よる区分、IPｖ４アドレス数による区分とみなします。 

改定前 改定後 

光アクセ

スメニ

ューの

細目に

よる区

分 

IP アドレス数に

よる区分 

IP バージョンの

細目による区

分 

光アクセスメニ

ューの細目

による区分 

IPｖ４アドレス数による区分 

タイプ１ プラン 1 カテゴリー1 タイプ１ プラン 1 

タイプ１ プラン 2 カテゴリー1 タイプ１ プラン 2 

タイプ１ プラン 3 カテゴリー1 タイプ１ プラン 3 

タイプ 2 プラン 1 カテゴリー1 タイプ 2 プラン 1 

タイプ 2 プラン 2 カテゴリー1 タイプ 2 プラン 2 

タイプ 2 プラン 3 カテゴリー1 タイプ 2 プラン 3 

タイプ 3 プラン 1 カテゴリー1 タイプ 3 プラン 1 

タイプ 3 プラン 2 カテゴリー1 タイプ 3 プラン 2 

 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

３ この改正規定実施前に、改正前約款の規定により、支払い又は支払わなければならなかった電気通信サ

ービスの料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（損害賠償に関する経過措置） 

４ この改正規定実施前にその事由が生じた電気通信サービスに関する損害賠償の取扱いについては、なお

従前のとおりとします。 

 

 附 則 

（実施期日） 

この改正規定は、平成 2３年 8 月 2 日から実施します。 

（経過措置） 

２ この改正規定実施の際現に、この改正規定による改正前の約款（以下「改正前約款」といいます。）の第３

種ＩＰ通信網で規定していた下表の左欄（改定前）の品目は、この改正規定実施の日において、この改正

規定による改正後の約款の第 3 種ＩＰ通信網で規定する下表の右欄（改定後）のＩＰバージョンの細目によ

る区別、品目とみなします。 

改定前 改定後 

品目 IP バージョンの細目による区分 品目 

100base-tx に係るもの カテゴリー１ 100base-tx に係るもの 

1000base-tx に係るもの カテゴリー１ 1000base-tx に係るもの 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

３ この改正規定実施前に、改正前約款の規定により、支払い又は支払わなければならなかった電気通信サ

ービスの料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（損害賠償に関する経過措置） 

４ この改正規定実施前にその事由が生じた電気通信サービスに関する損害賠償の取扱いについては、なお

従前のとおりとします。 

 

 附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 23 年 8 月 2 日から実施します。 

（経過措置） 

２ 当社が改正前の約款（以下「改正前約款」といいます。）の規定の第１定額利用料（２）第２種 IP 通信網に

係わるもの１．品目（１）DSL アクセスに係わるもののうち、（２）通信の態様による細目（ア）伝送方式によ

る区分 タイプ２により提供を受けている第２種 IP 通信網契約は、この改正規定実施の日において、第２

種 IP 通信網契約にかかる通常契約みなして取り扱います。 

（第２種ＩＰ通信網サービス改正前約款プラン４の定額利用料の定額利用料） 

３ 以下の通りとします。 



 

 

DSL に係わるもの タイプ２ 改正前約款の定額利用料 

タイプ２ プラン２ 電話重畳型 29,500 円（税抜） 

    電話非重畳型 31,300 円（税抜） 

  プラン３ 電話重畳型 45,000 円（税抜） 

    電話非重畳型 46,800 円（税抜） 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

４ この改正規定実施前に、改正前約款の規定により、支払い又は支払わなければならなかった電気通信サ

ービスの料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（損害賠償に関する経過措置） 

５ この改正規定実施前にその事由が生じた電気通信サービスに関する損害賠償の取扱いについては、なお

従前のとおりとします。 

 

附 則 

（実施期日） 

この改正規定は、平成 23 年 10 月 4 日から実施します。 

（経過措置） 

２ この改正規定実施の際現に、この改正規定による改正前の約款（以下「改正前約款」といいます。）の第１

種ＩＰ通信網の光アクセスメニューの細目による区分「タイプ３」は、この改正規定実施の日において、この

改正規定による改正後の約款の第１種ＩＰ通信網の光アクセスメニューの細目による区分「タイプ４」とみな

します。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

３ この改正規定実施前に、改正前約款の規定により、支払い又は支払わなければならなかった電気通信サ

ービスの料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（損害賠償に関する経過措置） 

４ この改正規定実施前にその事由が生じた電気通信サービスに関する損害賠償の取扱いについては、なお

従前のとおりとします。 

 

附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 23 年 12 月 22 日から実施します。 

（経過措置） 

２ 当社が改正前の約款（以下「改正前約款」といいます。）の規定の第１定額利用料（２）第２種 IP 通信網に

係わる光アクセスにより提供を受けている第２種 IP通信網契約は、この改正規定実施の日において、第２

種 IP 通信網契約にかかる通常契約みなして取り扱います。 

（第２種ＩＰ通信網サービス改正前契約光アクセスに係わる品目） 

３ 光アクセスに係わる品目は以下の通りとします。 

品目 内容 

10Mbit/s 10Mbit/s までの符号伝送が可能なもの 

備考 

ア 当社は、当社の提供区間と利用回線に係る協定事業者の提供区間を合せて、第２種契約に係る

定額利用料を設定します。 

イ 第２種ＩＰ通信網サービスに係る通信は、利用回線等の終端、相互接続点、及びその他当社が必

要により設置する電気通信設備との間で行うことができます。この場合において、当社は、相互接

続点を介して接続している電気通信設備に係る通信の品質を保証しません。 

（第２種ＩＰ通信網サービス改正前約款光アクセスの定額利用料） 

４ 以下の通りとします。 

１光アクセス回線ごとに月額 

区分 料金額 

10Mbit/s タイプ１ プラン１ 28,000 円（税抜） 

  プラン２ 33,000 円（税抜） 

  プラン３ 36,000 円（税抜） 

 タイプ２ プラン１ 17,500 円（税抜） 

（第２種ＩＰ通信網サービス改正前約款光アクセスの手続きに関する料金） 



 

 

５ 以下の通りとします。 

（１） 移転に係るもの 

１の工事ごとに 

区 分 工事費の額 

移転工事費（特定協定事業者のダークファイバー工事が発生

する移転の場合） 

30,000 円（税抜） 

屋内配線変更工事費（特定協定事業者のダークファイバー工

事が発生しない移転の場合） 

16,000 円（税抜） 

備考  

（１）特殊な工事、夜間・休日の工事、危険が伴う工事等に関しては、別途実費費用をいただく場合

があります。 

（２）光アクセス回線開通工事費には、光アクセス回線敷設または回線終端装置設置の際に必要な

建物内の屋内配管などの工事は含まれません。 

（２） サービス種別変更に係るもの 

区 分 工事費の額 

タイプ変更工事費 実費 

（３） （１）、（２）以外のもの 

区 分 工事費の額 

屋内配線撤去工事費 20,000 円（税抜） 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

６ この改正規定実施前に、改正前約款の規定により、支払い又は支払わなければならなかった電気通信サ

ービスの料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（損害賠償に関する経過措置） 

７ この改正規定実施前にその事由が生じた電気通信サービスに関する損害賠償の取扱いについては、なお

従前のとおりとします。 

 

 

附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 24 年 5 月 10 日から実施します。 

 

附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 24 年 8 月 1 日から実施します。 

 

附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 25 年 5 月 30 日から実施します。 

（経過措置） 

２ 当社が改正前の約款（以下「改正前約款」といいます。）の規定の第１定額利用料（２）第 4 種 IP 通信網に

係わる提供を受けている第 4 種 IP 通信網契約は、この改正規定実施の日において、第 4 種 IP 通信網契

約における品目を 3G 方式みなして通常契約とし取り扱います。 

 

附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 25 年 6 月 13 日から実施します。 

 

附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 25 年 7 月 1 日から実施します。 

附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 25 年 7 月 29 日から実施します。 

 



 

 

附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 25 年 10 月 15 日から実施します。 

 

附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 26 年 4 月 1 日から実施します。 

 

附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 26 年 7 月 1 日から実施します。 

 

附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 26 年 10 月 21 日から実施します。 

（経過措置） 

２ 当社が改正前の約款（以下「改正前約款」といいます。）の料金表に定める第１定額利用料（２）第２種 IP

通信網における DSL アクセス品目を用いて提供する第２種 IP 通信網契約は、この改正規定実施の日に

おいて、第２種 IP 通信網契約にかかる通常契約みなして取り扱います。 

（第２種ＩＰ通信網サービス改正前契約 DSL アクセスに係わる品目） 

３ DSL アクセスについての品目は以下の通りとします。 

品目 内容 

DSL アクセス ワイモバイル株式会社を特定協定事業者とし、その特定

協定事業社が利用回線を提供し、その利用回線の終端

への伝送方向については最大 12.512Mbit/s まで、他の

伝送方向については最大 1.024Mbit/sまでの符号伝送が

可能なもの 

（第２種ＩＰ通信網サービス改正前契約 DSL アクセスに係わる区分） 

４ DSL アクセスにおける伝送方式による区分は以下の通りとします。 

区分 内容 

タイプ１ タイプ２以外のもの 

タイプ２ 利用回線毎に中継パスを設定するもの 

備考 

１ DSL アクセスにおいてのみ本細目を適応します。 

（第２種ＩＰ通信網サービス改正前約款 DSL アクセスの定額利用料） 

５ 以下の通りとします。 

１光アクセス回線ごとに月額 

区分 料金額 

12Mbit/s タイプ１ プラン１ 電話重畳型 12,200 円（税抜） 

   電話非重畳型 14,000 円（税抜） 

備考 

ア 電話重畳型のものは、協定事業者の契約約款又は料金表に規定するＤＳＬ等接続専

用サービス（利用回線型サービスのものに限ります。）に係るＤＳＬアクセス回線を使用

して行うものをいいます。 

イ 電話非重畳型のものは、協定事業者の契約約款又は料金表に規定するＤＳＬアクセス

等接続専用サービス（契約者回線型サービスのものに限ります。）に係るＤＳＬアクセス

回線を使用して行うものをいいます。 

（第２種ＩＰ通信網サービス改正前約款 DSL アクセスの手続きに関する料金） 

６ 以下の通りとします。 

１の工事ごとに 

区 分 工事費の額 

接続事業者調整工事費 800 円（税抜） 

回線調整工事費（基本） 10,900 円（税抜） 



 

 

回線調整工事費（回線収容替え作業） 8,600 円（税抜） 

回線調整工事費（ブリッジタップ外し作業） 9,700 円（税抜） 

保安器交換費 9,300 円（税抜） 

保安器交換費加算額 

（回線収容替えと同時工事の場合） 

4,800 円（税抜） 

保安器交換費加算額 

（ﾌﾞﾘｯｼﾞﾀｯﾌﾟ外しと同時工事の場合） 

4,800 円（税抜） 

ＤＳＬモデム設置派遣工事費 17,000 円（税抜） 

ＤＳＬモデム撤去派遣工事費 11,000 円（税抜） 

ＤＳＬモデム設定変更派遣工事費 11,000 円（税抜） 

ＤＳＬモデム変更費 実費 

ＤＳＬ回線変更手続費 3,000 円（税抜） 

宅内診断工事費 実費 

屋内配線撤去工事費 70,000 円（税抜） 

備考 

 １ 申し込みを中止した場合にすでに工事に係る費用が発生していた場合は実費を請

求します。 

（第２種ＩＰ通信網サービス改正前約款 DSL アクセスのレンタルに関する料金） 

７ 以下の通りとします。  

区 分 単 位 工事費の額 

端末機器使用料 １の端末ごとに月額 500 円（税抜） 

適用 

１ DSL 回線に係る特定事業者が提供する端末設備（以下、DSL モデムという）は、

DSL 回線に係る特定事業者の提供条件に基づきます。 

２ 端末機器使用料についてはＤＳＬアクセス回線を用いる第２種契約者に適用しま

す。 

３ ２の第２種契約者は上記料金の支払いを要します。 

４ 本端末機器は第２種 IP 通信網契約の終了後、1 ヶ月以内に当該 DSL 回線に係る

特定事業者に返却することが必要です。 

５ 期限を越えても返却されない場合 1 台あたり未返却時負担金（実費相当額）の支払

いが必要となります。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

８ この改正規定実施前に、改正前約款の規定により、支払い又は支払わなければならなかった電気通信サ

ービスの料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（損害賠償に関する経過措置） 

９ この改正規定実施前にその事由が生じた電気通信サービスに関する損害賠償の取扱いについては、なお

従前のとおりとします。 

 

附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 27 年 2 月 23 日から実施します。 

 

附則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 27 年 4 月 15 日から実施します。 

（経過措置） 

２ 当社が改正前の約款（以下「改正前約款」といいます。）の料金表に定める第１定額利用料 第 4 種 IP 通

信網における 3G 方式を用いて提供する第 4 種 IP 通信網契約は、この改正規定実施の日において、第 4

種 IP 通信網契約にかかる通常契約みなして取り扱います。 

（第 4 種ＩＰ通信網サービス改正前契約 3G アクセスに係わる品目） 

３ 以下の通りとします。 

ア．移動無線回線の伝送方式による品目 

品目 内容 



 

 

3G 方式 別記 15（３）アに定める特定協定事業者が移動無

線回線を提供し、その移動無線回線は受信最大

14Mb/s までの符号伝送が可能なもの 

（第４種ＩＰ通信網サービス改正前約款 3G 方式の定額利用料） 

４ 以下の通りとします。 

１無線移動回線ごとに月額 

区分 料金額 

タイプ１  2,839 円（税抜） 

備考 

１．料金額にはユニバーサルサービス料が含まれます。 

２．サービス開始日を含む月は、月額料金を請求しません。サービス開始月の翌月より、月額料

金をご請求させていただきます。ご解約日を含む月は、月額料金をご請求させていただきます。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

５ この改正規定実施前に、改正前約款の規定により、支払い又は支払わなければならなかった電気通信サ

ービスの料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（損害賠償に関する経過措置） 

６ この改正規定実施前にその事由が生じた電気通信サービスに関する損害賠償の取扱いについては、なお

従前のとおりとします。 

 

附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 27 年 6 月 11 日から実施します。 

 

附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 27 年 7 月 1 日から実施します。 

 

附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 28 年 2 月 18 日から実施します。 

 

附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 28 年 6 月 1 日から実施します。 

 

附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 28 年 7 月 1 日から実施します。 

 

附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 29 年 4 月 12 日から実施します。 

 

附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 29 年 8 月 1 日から実施します。 

 

附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 29 年 10 月 26 日から実施します。 

（経過措置） 

２ 当社が改正前の約款（以下「改正前約款」といいます。）の料金表に定める第１定額利用料 第 4 種 IP 通

信網における LTE 方式を用いて提供する第 4 種 IP 通信網契約は、この改正規定実施の日において、第

4 種 IP 通信網契約にかかる契約とみなして取り扱います。 



 

 

（第４種ＩＰ通信網サービス改正前約款 LTE 方式の定額利用料） 

３ 以下の通りとします。 

１無線移動回線ごとに月額 

区分 料金額 

タイプ１  3,619 円（税抜） 

 備考 

料金額にはユニバーサル料が含まれず、別途、徴収します。 

  なお、ユニバーサル料とは、「電気通信事業法（昭和 59 年法律第 86号）に定める基礎的電気通信役務の

提供の確保のための負担金に充てるために、基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算

定等規則（平成 14 年総務省令第 64 号）により算出された額に基づいて、当社が定める料金」です。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

４ この改正規定実施前に、改正前約款の規定により、支払い又は支払わなければならなかった電気通信サ

ービスの料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（損害賠償に関する経過措置） 

５ この改正規定実施前にその事由が生じた電気通信サービスに関する損害賠償の取扱いについては、なお

従前のとおりとします。 

 

附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 30 年 6 月 1 日から実施します。 

（経過措置） 

２ 当社が改正前の約款（以下「改正前約款」といいます。）の料金表に定める第１定額利用料（１）第１種 IP

通信網における光アクセスメニューのタイプ１（premium）、タイプ２(pro)、タイプ４(light)に定めていた契約

者回線にて当社に提出している第１種ＩＰ通信網契約については、この改正規定実施日以降も従前のタイ

プ区分の第１種 IP 通信網契約とみなして取り扱います。 

（料金等の支払いに関する経過措置） 

３ この改正規定実施前に、改正前約款の規定により、支払い又は支払わなければならなかった電気通信サ

ービスの料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

（損害賠償に関する経過措置） 

４ この改正規定実施前にその事由が生じた電気通信サービスに関する損害賠償の取扱いについては、なお

従前のとおりとします。 

 

附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 30 年 8 月 10 日から実施します。 

 

附 則 

（実施期日） 

 この改正規定は、平成 30 年 11 月 1 日から実施します。 
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